
   高松市産業廃棄物処理等指導要綱 

 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この要綱は、産業廃棄物の処理に関し必要な事項を定めることにより、 

 産業廃棄物の適正な処理と生活環境の保全を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各 

 号に定めるところによる。 

 (１) 法 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号） 

   をいう。 

 (２) 政令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第 

   ３００号）をいう。 

 (３) 省令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生 

   省令第３５号）をいう。 

 (４) 産業廃棄物 法第２条第４項に規定する産業廃棄物をいう。 

 (５) 事業者 産業廃棄物を排出する事業者をいう。 

 (６) 処理業者 収集運搬業者及び処分業者をいう。 

 (７) 収集運搬業者 法第１４条第１２項に規定する産業廃棄物収集運搬業 

   者及び法第１４条の４第１２項に規定する特別管理産業廃棄物収集運搬 

   業者をいう。 

 (８) 処分業者 法第１４条第１２項に規定する産業廃棄物処分業者及び法 

   第１４条の４第１２項に規定する特別管理産業廃棄物処分業者をいう。 

 (９) 県外産業廃棄物 県外において生じた産業廃棄物をいう 

 (10) 指定県外産業廃棄物 非常災害（災害対策基本法(昭和３６年法律第２ 

   ２３号)第２条第１号に規定する災害をいう。以下同じ。）の発生により 

   県外において適正な処理が困難となった県外産業廃棄物であって、循環 

   的な利用に供されないものをいう。 

 (11) 処分施設 法第１５条第１項に規定する産業廃棄物処理施設その他の 

   産業廃棄物の中間処理又は最終処分の施設をいう。 



 (12) 許可施設 処分施設 処分施設のうち、法第１５条第１項に規定する 

   産業廃棄物処理施設をいう。 

 (13) 許可施設設置者 法第１５条第１項又は第１５条の２の６第１項の許 

   可を受けた者をいう。 

 (14) 許可施設設置予定者 法第１５条第１項又は第１５条の２の６第１項 

   の規定による許可の申請を行おうとする者をいう。 

 (15) 処分業対象施設設置予定者 産業廃棄物の処分の業の用に供する処分 

   施設（法第１５条第１項に規定する産業廃棄物処理施設を除く。）の設置 

   又は変更（法第１４条の２第１項若しくは法第１４条の５第１項の許可 

   を伴う場合又は法第１４条の２第３項若しくは第１４条の５第３項にお 

   いて準用する法第７条の２第３項の届出を伴う場合に限る。）を行おうと 

   する者をいう。 

 （市の責務） 

第３条 市は、産業廃棄物の適正な処理を推進するため、事業者及び処理業者 

 を指導し、監視し、及び適正処理の意識の啓発を図るとともに、処理業者の 

 団体の健全な育成及び指導に努めるものとする。 

２ 市は、市内における産業廃棄物の発生量、処理状況等を定期的に調査し、 

 その適正な処理が図られるよう努めるものとする。 

３ 市は、関係機関等の協力を得て、産業廃棄物の不法投棄等を防止するため 

 の指導及び監視に努めるとともに、不法投棄等の不適正な処分を行った者に 

 対し、適切な措置を講ずるよう求めるものとする。 

 （事業者及び処理業者の責務） 

第４条 事業者及び処理業者は、産業廃棄物の処理を行う場合には、法令（国 

 が定める処理ガイドライン又は処理に関する技術指針を含む。）の規定による 

 ほか、この要綱の規定を遵守しなければならない。 

   第２章 事業者及び処理業者の処理 

 （事業者の処理） 

第５条 事業者は、産業廃棄物の適正な処理を確保するため、事業場ごとに産 

 業廃棄物管理責任者を置かなければならない。ただし、事業者が自ら産業廃 

 棄物管理責任者となる事業場、法第１２条第８項の規定により産業廃棄物処 



 理責任者を置く事業場又は法第１２条の２第８項の規定により特別管理産業 

 廃棄物管理責任者を置く事業場については、この限りでない。 

２ 事業者は、あらかじめ調査して、産業廃棄物の性状、組成等を把握しなけ 

 ればならない。この場合において、廃棄物データシート（廃棄物情報の提供

に関するガイドライン－ＷＤＳガイドライン－（第２版）に記載されている 

 廃棄物データシートのことをいう。）その他廃棄物データシートに準じた廃棄 

 物の性状等の調査結果を記載した書類を、当該産業廃棄物の発生源別に作成 

 し５年間保存しなければならない。ただし、市長が当該書類の作成を行う必 

 要がないと認めた産業廃棄物については、この限りでない。 

３ 前項に規定する調査は、次により実施するものとする。 

 (１) 同一の製造又は加工の工程であって、同一の原材料を使用し、かつ同 

   質の産業廃棄物を反復継続して排出する場合は、年１回以上 

 (２) 製造若しくは加工の工程又は使用原材料を変更した場合は、当該変更 

   の都度 

 (３) 前２号に規定する場合以外の場合は、産業廃棄物を排出する都度 

４ 事業者は、省令第８条の５第１項第１号に規定する記載事項に準じた事項 

 を記載した帳簿を備え、当該帳簿を１年ごとに閉鎖し、閉鎖後５年間事業場 

 ごとに保存しなければならない。 

５ 事業者は、産業廃棄物の処理を委託して行う場合には、政令第６条の２又 

 は第６条の６に規定する基準のほか、次によらなければならない。 

 (１) 委託しようとする処理業者に対し、あらかじめ、許可証の提示を求め、 

   その事業の範囲を確認するとともに、当該処理業者が設置している処分 

   施設の現況等について実地調査を行う等、処理を委託しようとする産業 

   廃棄物が適正、かつ、速やかに処分できる状態であることを確認した上 

   で、書面により委託契約を締結すること。 

 (２) 産業廃棄物の処理を処理業者に委託した場合は、第２項に規定する書 

   類の写しを当該事業者に交付すること。 

 （処理業者の処理） 

第６条 処理業者は、事業者から産業廃棄物の処理を受託する場合は、あらか 

 じめ、前条第２項に規定する書類の写しの提出を求め、当該産業廃棄物の処 



 理が、事業の範囲に含まれるものであることを確認するとともに事業者から 

 の適正処理のための指示を遵守しなければならない。 

２ 収集運搬業者は、産業廃棄物の収集又は運搬を行うときは、当該収集又は 

 運搬をする車両に許可証の写しを備え付けなければならない。 

   第３章 県外産業廃棄物の処理 

 （県外産業廃棄物の処理） 

第７条 事業者は、市内において、自ら又は他人に委託して県外産業廃棄物を 

 処分し、又は保管することができない。ただし、次に掲げる場合は、この限 

 りでない。 

 (１) 香川県における県外産業廃棄物の取扱いに関する条例（平成１３年香 

   川県条例第５８号。以下「県条例」という。）第１３条第２項において 

   読み替えて準用する県条例第６条第１項に規定する協議結果通知書の交 

   付を受けた事業者又は県条例第１３条第２項において読み替えて準用す 

   る県条例第７条第３項に規定する変更協議結果通知書の交付を受けた事 

   業者が、当該協議結果通知書又は変更協議結果通知書に係る県外産業廃 

   棄物を自ら又は他人に委託して処分し、又は保管する場合 

 (２) 指定県外産業廃棄物を自ら又は他人に委託して処分（埋立処分を除く。 

   この号及び第７条の２から第７条の５までにおいて同じ。)し、又は保管 

   する場合であって、当該非常災害が発生した区域の生活環境の保全の観 

   点から、市内において当該指定県外産業廃棄物を処分し、又は保管する 

   必要があり、かつ、当該処分又は保管をすることにつき、生活環境の保 

   全上支障がないと市長が認める場合 

 (３) 前２号に掲げるもののほか、市内において事業者が県外産業廃棄物を 

   処分し、又は保管することにつき、特例として、やむを得ない理由があ 

   り、かつ、生活環境の保全上支障がないと市長が認める場合 

 （指定県外産業廃棄物処理に係る処理業者等の事前協議等）  

第７条の２ 市内において指定県外産業廃棄物を処分し、又は保管を行おうと 

   する者は、あらかじめ、市長に協議しなければならない。 

２ 前項の規定による協議をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した指 

 定県外産業廃棄物処理協議書（様式第１号）（以下「指定県外協議書」という。） 



 を市長に提出しなければならない。 

 (１) 指定県外産業廃棄物の処分又は保管を行おうとする者の氏名又は名称 

   及び住所並びに法人にあっては、代表者の氏名 

 (２) 指定県外産業廃棄物を排出する事業場の名称及び所在地並びに当該事 

   業場が建設工事等の現場である場合にあっては、発注者の氏名又は名称 

   及び住所並びに法人にあっては、代表者の氏名 

 (３) 処分方法又は保管方法ごとの指定県外産業廃棄物の種 

   類及び量 

 (４) 指定県外産業廃棄物を処分する場合にあっては、施設ごとの所在地、 

   種類、設置場所及び処理能力 

 (５) 指定県外産業廃棄物を保管する場合（処分前の保管を除く。以下この 

   条から第７条の４までにおいて同じ。）にあっては、保管を行う全ての場 

   所の所在地及び面積並びに積替えのための保管上限及び積み上げること 

   ができる高さ 

 (６) 指定県外産業廃棄物を処分又は保管する場合に伴う生活環境保全のた 

   めの必要な措置 

 (７) 当該非常災害が発生した日及び地域 

 (８) 指定県外産業廃棄物を処分し、又は保管する期間 

 (９) 指定県外産業廃棄物の処分又は保管を行う業務を統括管理する者の氏 

   名及び連絡先 

 (10) 指定県外産業廃棄物の発生から指定県外産業廃棄物を処分した後の産 

   業廃棄物の処分を行うまでの一連の行程並びにその各工程を行う者の氏 

   名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 (11) 指定県外産業廃棄物を処分した後の産業廃棄物の処分に関する次に掲 

   げる事項 

   ア 処分方法ごとの産業廃棄物の種類及び量 

   イ 施設ごとの所在地及び種類 

 (12) 指定県外産業廃棄物を市内で処分し、又は保管する理由 

３ 前項に規定する指定県外協議書には、次に掲げる書類等を添付しなければ 

 ならない。ただし、第２号に掲げる書類の全部又は一部について、市長が添 



 付する必要がないと認める場合は、この限りでない。 

 (１) 指定県外産業廃棄物の発生工程を説明する書類等 

 (２) 指定県外産業廃棄物に係る第５条第２項本文に規定する書類(指定県 

   外協議書を提出しようとする日前６月以内に実施したものであって、放 

   射性物質及びこれによって汚染された廃棄物の有無を記載したものに限 

   る。)の写し 

 (３) 運搬経路を示す書類等 

 (４) 県外の事業者が指定県外産業廃棄物の処分を委託する場合にあっては、 

   当該委託契約書の写し又は受託承諾書及び処分を行おうとする者に係る 

   省令第１０条の６の許可証の写しその他の処分を行おうする者が当該処 

   分を業として行うことができる者であることを証する書類 

 (５) 県外の事業者が指定県外産業廃棄物の保管を委託する場合にあっては、 

   当該委託契約書の写し又は受託承諾書及び保管を行おうとする者に係る 

   省令第１０条の２の許可証の写しその他の保管を行おうする者が当該収 

   集又は運搬を業として行うことができる者であることを証する書類 

 （指定県外産業廃棄物の処分又は保管に関する基準） 

第 7 条の３ 市長は、前条第２項の規定による指定県外協議書の提出があった 

 ときは、次に定める処分又は保管に関する基準に適合するものであるかどう 

 かについて審査するものとする。 

 (１) 指定県外産業廃棄物を処分する場合 

   ア 指定県外産業廃棄物を市内で処分しなければならない相当の理由が 

    あること。 

   イ 処分を行おうとする指定県外産業廃棄物の種類及び量が処分施設の 

    処理能力に見合うこと。 

   ウ 周辺地域の生活環境の保全について必要な措置が講じられていると 

    認められること。 

   エ 指定県外産業廃棄物の排出事業場（事業者の事業活動に伴い産業廃 

    棄物を生ずる事業場をいう。以下同じ。）から処分施設までの当該指定 

    県外産業廃棄物の運搬の経路が明確であること。 

   オ 指定県外産業廃棄物の処分に併せて放射性物質及びこれによって汚 



    染された物を処理しないこと。 

   カ 処分に伴う廃棄物が処分を行う前の指定県外産業廃棄物に比べ、大 

    幅に体積が減少することが見込まれること。 

 (２) 指定県外産業廃棄物を保管する場合 

   ア 指定県外産業廃棄物を市内で保管しなければならない相当の理由が 

    あること。 

   イ 保管の場所から保管を行おうとする指定県外産業廃棄物が飛散し、 

    流出し、及び地下に浸透し、並びに悪臭が発散しないように必要な措 

    置を講じられていること。 

   ウ 指定県外産業廃棄物の排出事業場から保管施設（産業廃棄物を保管 

    する施設をいう。）までの当該指定県外産業廃棄物の運搬の経路が明確 

    であること。 

   エ 指定県外産業廃棄物の保管に併せて放射線物質及びこれによって汚 

    染された廃棄物を処理しないこと。 

２ 前項の規定による審査に当たっては、必要に応じ、関係市町長及び生活環 

 境の保全について専門的な知識を有する者の意見を聴くものとする。 

３ 市長は、第１項の基準に適合していると認めるときは、次に掲げる事項を 

 記載した通知書（以下「指定県外協議結果通知書」という。)を前条第１項の 

 協議をした者に交付するものとする。 

 (１) 指定県外産業廃棄物の処分又は保管を行うに当たり遵守すべき事項 

 (２) 当該指定県外産業廃棄物に係る非常災害が発生した日及び指定県外産 

   業廃棄物の処分又は保管を行うことができる期間 

 (３) その他当該処分又は保管が適正に行われるために必要な事項 

４ 市長は、第２項の規定により関係市町長の意見を聴いて第１項に規定する 

 審査及び前項に規定する指定県外協議結果通知書の交付を行ったときは、当 

 該関係市町長に指定県外協議結果通知書の写しを添付して通知するものとす 

 る。 

５ 第３項第２号に規定する処分又は保管を行うことができる期間は、処分す 

 る場合にあっては当該非常災害が発生した日から１年以内、保管する場合に 

 あっては同日から６月以内とする。 



 （指定県外協議書の内容の変更） 

第７条の４ 指定県外産業廃棄物の処分又は保管を行う者は、指定県外協議書 

 の内容を変更(第４項に規定する変更を除く。)しようとするときは、その旨 

 を記載した指定県外産業廃棄物処理変更協議書(様式第１号の２)(以下「指定 

 県外変更協議書」という。)を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の指定県外変更協議書には、第７条の２第３項各号に掲げる書類のう 

 ちその内容の変更に係る書類を添付しなければならない。 

３ 第７条の２第２項及び前条の規定は、第１項の規定による指定県外変更協 

 議書について準用する。 

４ 指定県外産業廃棄物の処分又は保管を行う者は、第７条の２第２項第１号、 

 第２号(指定県外産業廃棄物を排出する事業場の所在地を除く。)、第９号及 

 び第１０号(収集又は運搬をする者に限る。)に掲げる事項並びに同条第３項 

 第３号の規定により提出した運搬経路を変更したときは、変更の日から１０ 

 日以内にその旨を記載した届出書(様式第１号の３)を市長に提出しなければ 

 ならない。 

５ 市長は、指定県外産業廃棄物の処分又は保管を行う者が前項の届出をした 

 場合において、当該届出に係る事項が、前条第３項に規定する指定県外協議 

 結果通知書の記載事項に該当するときは、当該指定県外協議結果通知書の書 

 換えを行い、これを交付するものとする。 

 （指定県外産業廃棄物の処分に関する報告） 

第７条の５ 指定県外協議結果通知書の交付を受けた者は、当該通知書に係る 

 指定県外産業廃棄物の処分を行ったときは、指定県外協議結果通知書に定め 

 る期間の末日から１０日以内に法第１２条の３第１項に規定する管理票の写 

 しその他の当該指定県外産業廃棄物の処理の状況を示す書類とともに、指定 

 県外産業廃棄物の処分実績報告書(様式第１号の４)を市長に提出しなければ 

 ならない。 

 （県外産業廃棄物処理事前協議等） 

第８条 第７条ただし書（条第３号に該当する場合に限る。）定の適用を受けよ 

 うとする事業者は、あらかじめ、市長に協議しなければならない。 

２ 前項の規定による協議をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した県 



 外産業廃棄物処分協議書(以下「県外協議書」という。)を市長に提出しなけ 

 ればならない。 

 (１) 事業者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、代表者の氏名 

 (２) 県外産業廃棄物を排出する事業場の名称及び所在地並びに当該事業場 

   が建設工事等の現場である場合にあっては、発注者の氏名又は名称及び 

   住所並びに法人にあっては、代表者の氏名 

 (３) 処分方法又は保管方法ごとの県外産業廃棄物の種類、量及び所在地 

 (４) 県外産業廃棄物を処分し、又は保管する施設の処理能力最終処分場に 

   あっては、埋立容量をいう。以下同じ。） 

 (５) 県外産業廃棄物を処分し、又は保管する期間 

 (６) 運搬の方法及び当該運搬に伴う生活環境の保全のための必要な措置 

 (７) 県外産業廃棄物の市内への搬入に関する業務を統括管理する者の氏名 

   及び連絡先 

 (８) 県外産業廃棄物の収集・運搬若しくは処分又は保管を他人に委託する 

   場合は、委託しようとする処理業者の氏名又は名称及び住所並びに法人 

   にあっては、代表者の氏名 

 (９) 県外産業廃棄物を市内で処分し、又は保管する理由 

３ 前項に規定する県外協議書には、次に掲げる書類等を添付しなければなら 

 ない。ただし、第３号に掲げる書類及び第４号に掲げる試験結果成績書の全 

 部又は一部について、市長が添付する必要がないと認める場合は、この限り 

 でない。 

 (１) 県外産業廃棄物の発生工程を説明する書類 

 (２) 県外産業廃棄物の発生から県外産業廃棄物を処分した後の産業廃棄物 

   の処分を行うまでの一連の処理フロー図 

 (３) 県外産業廃棄物に係る第５条第２項に規定する書類（県外協議書を提 

   出しようとする日前６月以内に実施したものであって、放射性物質及び 

   これによって汚染された廃棄物の有無を記載したものに限る。）の写し 

 (４) 次に掲げる項目に関する試験結果成績書の写し 

   ア 廃棄物の組成・成分情報 

   イ 特定有害廃棄物 



   ウ その他含有物質 

 (５) 運搬経路図 

 (６) 県外産業廃棄物の収集・運搬若しくは処分又は保管を他人に委託する 

   場合にあっては、委託契約書の写し又は受託承諾書及び受託者の産業廃 

   棄物処理業又は特別管理産業廃棄物処理業の許可証の写しその他の受託 

   者が他人の産業廃棄物の収集・運搬若しくは処分又は保管を業として行 

   うことができる者であって委託しようとする産業廃棄物の収集・運搬若 

   しくは処分又は保管がその事業の範囲に含まれるものであることを証す 

   る書類 

 （通知書の交付等） 

第９条 市長は、前条第２項の規定による県外協議書の提出があったときは、 

 その内容を審査し、当該県外産業廃棄物の処分又は保管を認めるときは、次 

 に定める事項を記載した通知書(以下「県外協議結果通知書」という。)を事 

 業者に交付するものとする。 

 (１) 事業者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、代表者の氏名 

 (２) 県外産業廃棄物を排出する事業場の名称及び所在地並びに当該事業場 

   が建設工事等の現場である場合にあっては、発注者の氏名又は名称及び 

   住所並びに法人にあっては、代表者の氏名 

 (３) 処分方法又は保管方法ごとの県外産業廃棄物の種類及び量 

 (４) 県外産業廃棄物を処分し、又は保管する期間 

 (５) 県外産業廃棄物の収集・運搬若しくは処分又は保管を他人に委託する 

   場合は、委託しようとする処理業者の氏名又は名称及び住所並びに法人 

   にあっては、代表者の氏名 

 (６) 県外産産業廃棄物を処分し、又は保管する施設の所在地  

 (７) その他県外産業廃棄物の処理を行うにあたり遵守すべき事項 

２ 県外協議結果通知書の交付を受けた事業者は、市内において、他人に委託 

 して県外産業廃棄物を処分し、又は保管する場合には、当該通知書の写しを 

 当該受託者に交付しなければならない。 

３ 県外協議書結果通知書の交付を受けた事業者から県外産業廃棄物の処分又 

 は保管を受託した処理業者は、前項の規定による通知書の写しの交付を受け 



 た後でなければ、当該県外産業廃棄物を処分し、又は保管してはならない。 

４ 第１項第４号に規定する期間は、処分する場合にあっては１年以内、保管 

 する場合にあっては６月以内の期間とする。ただし、ポリ塩化ビフェニル廃 

 棄物を保管する場合については、この限りでない。 

 （県外協議書の内容の変更） 

第１０条 事業者は、県外協議書の内容の変更（第４項に規定する変更を除く。） 

 をしようとするときは、その旨を記載した変更県外協議書を市長に提出しな 

 ければならない。 

２ 前項の変更県外協議書には、第８条第３項各号に掲げる書類のうちその内 

 容の変更に係る書類を添付しなければならない。 

３ 第８条第２項及び前条の規定は、第１項の規定による変更県外協議書の提 

 出について準用する。 

４ 事業者は、第８条第２項第１号、第２号（排出する事業場の所在地を除く。）、 

 第６号、第７号及び第８号（収集又は運搬をする者に限る。）に掲げる事項 

 並びに同条第３項第５号の規定により提出した運搬経路を変更したときは、 

 変更の日から１０日以内にその旨を記載した届出書を市長に提出しなければ 

 ならない。この場合において、収集運搬業者に関する変更があるときは、当 

 該収集運搬業者の省令第１０条の２の許可証の写しその他の受託者が当該運 

 搬を業として行うことができる者であることを証する書類を添付しなければ 

 ならない。 

５ 市長は、事業者が前項の規定による届出をした場合において、当該届出に 

 係る事項が、前条第１項に規定する県外協議結果通知書の記載事項に該当す 

 るときは、当該協議結果通知書の書換えを行い、これを交付するものとする。 

 （県外産業廃棄物の処分報告） 

第１１条 県外協議結果通知書の交付を受けた事業者は、当該通知書に係る県 

 外産業廃棄物の処分を行ったときは、第９条第１項第４号の規定による期間 

 の末日から１０日以内に法第１２条の３第１項に規定する管理票の写しその 

 他の当該県外産業廃棄物の処理状況を示す書類とともに、実績報告書を市長 

 に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する管理票には、第９条第１項に規定する通知書の日付及び番 



 号を記入しなければならない。 

第１２条 削除 

   ４章 産業廃棄物処理施設の設置等に係る事前協議 

 （事前指導申出書の提出） 

第１３条 許可施設設置予定者又は処分業対象施設設置予定者は、第１４条第 

 １項又は第１７条第１項の協議書を提出しようとするときは、あらかじめ、 

 産業廃棄物処理施設等の設置に係る事前指導申出書（様式第１号の５。以下 

 「事前指導申出書」という。）を市長に提出しなければならない。 

２ 事前指導申出書には、次に掲げる書類等を添付しなければならない。 

 (１) 当該施設を設置しようとする土地の登記簿又は建物の登記簿の謄本及 

   び公図の写し（不動産登記法(平成１６年法律第１２３号)第１４条に規

定する地図をいう。以下同じ。） 

 (２) 当該施設の付近の見取図及び当該施設の配置図（公図の写しに記載し 

   たもの。） 

 (３) 事業計画の概要を記載した書類 

 (４) 当該施設の概要を明らかにする図面 

３ 市長は、事前指導申出書の提出があったときは、土地利用等に関係する法 

 令等を所管する行政機関等(以下「行政機関等」という。)に事前指導申出書 

 の写しを送付し、施設の設置に係る問題点等(以下「問題点等」という。)に 

 ついて回答を求めるものとする。 

４ 市長は、前項の回答があったときは、問題点等を許可施設設置予定者又は 

 処分業対象施設設置予定者に通知するものとする。 

５ 許可施設設置予定者又は処分業対象施設設置予定者は、前項の通知を受け 

 たときは、行政機関等と協議し、問題点等について講じる措置を市長に回答 

 しなければならない。 

 （産業廃棄物処理施設の設置等に係る協議書の提出） 

第１４条 許可施設設置予定者又は処分業対象施設設置予定者は、あらかじめ、 

 別表第１の左欄に掲げる設置者の区分に応じ、同表の右欄に定める協議書を 

 市長に提出し、協議しなければならない。 

２ 前項の協議書には、次に掲げる書類等を添付しなければならない。 



 (１) 省令第１１条第６項各号に掲げる書類（これらについては同条第７項 

   及び第８項の規定の例によることができる。）及び図面 

 (２) 法第１５条第１項に規定する産業廃棄物処理施設を設置する場合（省 

   令第１１条の３各号のいずれかに該当する場合を除く。）にあっては、 

   法第１５条第３項に規定する生活環境に及ぼす影響についての調査の結 

   果を記載した書類 

 (３) その他市長が必要と認めた書類又は図面 

３ 市長は、第１項に規定する協議書の提出があったときは、生活環境保全上 

 の観点からその内容を審査し、必要があると認めるときは、必要な指導を行 

 うものとする。 

 （熱回収施設設置者の認定に係る協議書の提出） 

第１４条の２ 法第１５条の３の３第１項の規定による熱回収施設設置者の認 

 定の申請を行おうとする者は、あらかじめ、熱回収施設設置者認定協議書（様 

式第３号の２）を市長に提出し、協議しなければならない。 

２ 前項の協議書には、省令第１２条の１１の５第２項において準用する省令 

 第５条の５の５第２項各号に掲げる書類及び図面を添付しなければならない。 

３ 市長は、第１項に規定する協議書の提出があったときは、生活環境保全上 

 の観点からその内容を審査し、必要があると認めるときは、必要な指導を行 

 うものとする。 

 （事前指導申出書の変更） 

第１５条 事前指導申出書を提出した者は、当該事前指導申出書の内容を変更 

 しようとするときは、変更後の内容を記載した事前指導申出書を市長に提出 

 しなければならない。 

２ 第１３条第２項から第５項までの規定は、前項の場合について準用する。 

 （産業廃棄物処理施設の設置等に係る協議書の変更） 

第１６条 第１４条第１項の協議書を提出した者は、当該協議書の内容の変更 

（許可施設にあっては省令第１２条の８各号に掲げる変更に、処分業対象施 

設にあっては当該変更に相当する変更に限る。）をしようとするときは、変更 

後の内容を記載した産業廃棄物処理施設等変更協議書（様式第４号）を市長 

に提出し、協議しなければならない。 



２ 第１４条第２項及び第３項の規定は、前項の場合について準用する。 

 （熱回収施設設置者の認定に係る協議書の変更） 

第１６条の２ 第１４条の２第１項の協議書を提出した者は、当該協議書の内 

 容を変更しようとするときは、変更後の内容を記載した協議書を市長に提出 

 し、協議しなければならない。 

２ 第１４条の２第２項及び第３項の規定は、前項の場合について準用する。 

 （処理業の許可申請に係る協議書の提出） 

第１７条 法第１４条第１項、第６項若しくは第１４条の２第１項の規定によ 

 る産業廃棄物処理業の許可又は法第１４条の４第１項、第６項若しくは第１ 

 ４条の５第１項の規定による特別管理産業廃棄物処理業の許可の申請を行お 

 うとする者は、あらかじめ、別表第２の左欄に掲げる許可の区分に応じ、同 

 表の中欄に定める協議書を市長に提出し、協議しなければならない。 

２ 前項の協議書には、別表第２の右欄に掲げる書類及び図面を添付しなけれ 

 ばならない。ただし、市長が必要ないと認めた場合は、この限りではない。 

３ 市長は、第１項の協議書の提出があったときは、生活環境保全上の観点か 

 らその内容を審査し、必要があると認めるときは、必要な指導を行うものと 

 する。 

４ 第１項の協議書が産業廃棄物処分業又は特別管理産業廃棄物処分業に係る 

 ものであるときは、市長は、前項の審査において、当該産業廃棄物処分業又 

 は特別管理産業廃棄物処分業を行うために必要な施設が現に設置されている 

 ことを確認するものとする。 

 （処理業の許可申請に係る協議書の変更） 

第１８条 前条第１項の協議書を提出した者は、当該協議書の内容を変更しよ 

 うとするときは、変更後の内容を記載した協議書を市長に提出し、協議しな 

 ければならない。 

２ 前条第２項から第４項までの規定は、前項の場合について準用する。 

   第５章 許可施設の承継に係る事前協議 

 （許可施設の譲受け等に係る協議書の提出） 

 （２以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例の認定に係る協議書の 

 提出） 



第１８条の２ 法第１２条の７第１項の規定による認定を受けようとする者は、 

 あらかじめ、様式第１０号の２による協議書を市長に提出し、協議しなけれ 

 ばならない。 

２ 前項の協議書には、次に掲げる書類等を添付しなければならない。 

 (１) 省令第８条の３８の５第４項各号に掲げる書類 

 (２) その他市長が必要と認めた書類又は図面 

３ 市長は、第１項に規定する協議書の提出があったときは、生活環境保全上 

 の観点からその内容を審査し、必要があると認めるときは、必要な指導を行 

 うものとする。 

 （２以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例の認定に係る協議書の 

 変更） 

第１８条の３ 前条第１項の協議書を提出した者は、当該協議書の内容を変更 

 しようとするときは、変更後の内容を記載した協議書を市長に提出し、協議 

 しなければならない。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項の場合について準用する。 

 （２以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例の変更の認定に係る協 

 議書の提出） 

第１８条の４ 法第１２条の７第７項の規定による変更の認定を受けようとす 

 る者は、あらかじめ、様式第１０号の３による協議書を市長に提出し、協議 

 しなければならない。 

２ 前項の協議書には、次に掲げる書類等を添付しなければならない。 

 (１) 省令第８条の３８の６第２項に掲げる書類 

 (２) その他市長が必要と認めた書類又は図面 

３ 第１８条の２第３項の規定は、第１項の場合について準用する。 

第１９条 法第１５条の４において準用する法第９条の５第１項の規定による 

 許可を受けようとする者は、あらかじめ、産業廃棄物処理施設譲受け等協議 

 書(様式第１１号)を市長に提出し、協議しなければならない。 

２ 前項の協議書には、次に掲げる書類等を添付しなければならない。 

 (１) 省令第１２条の１１の１２第２項各号に掲げる書類(これらについて 

   は同条第３項の規定の例によることができる。） 



 (２) その他市長が必要と認めた書類又は図面 

３ 市長は、第１項に規定する協議書の提出があったときは、当該許可施設の 

 設置及び維持管理の能力の観点からその内容を審査し、必要があると認める 

 ときは、必要な指導を行うものとする。 

 （許可施設の譲受け等に係る協議書の変更） 

第２０条 前条第１項の協議書を提出した者は、当該協議書の内容を変更しよ 

 うとするときは、変更後の内容を記載した協議書を市長に提出し、協議しな 

 ければならない。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項の場合について準用する。 

 （許可施設設置者である法人の合併又は分割に係る協議書の提出） 

第２１条 法第１５条の４において準用する法第９条の６第１項の規定による 

 認可を受けようとする者は、あらかじめ、合併・分割協議書（様式第１２号） 

 を市長に提出し、協議しなければならない。 

２ 前項の協議書には、次に掲げる書類等を添付しなければならない。 

 (１) 省令第１２条の１１の１３第２項各号に掲げる書類(これらについて 

   は同条第３項の規定の例によることができる。） 

 (２) その他市長が必要と認めた書類又は図面 

３ 市長は、第１項に規定する協議書の提出があったときは、当該許可施設の 

 設置及び維持管理の能力の観点からその内容を審査し、必要があると認める 

 ときは、必要な指導を行うものとする。 

 （許可施設設置者である法人の合併又は分割に係る協議書の変更） 

第２２条 前条第１項の協議書を提出した者は、当該協議書の内容を変更しよ 

 うとするときは、変更後の内容を記載した協議書を市長に提出し、協議しな 

 ければならない。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項の場合について準用する。 

 （提出書類の特例） 

第２２条の２ この要綱の規定により同時に二以上の協議書その他の書類を提

出する場合において、各協議書その他の書類に添付すべき書類の内容が同一

であるときは、一の協議書その他の書類にこれを添付し、他の協議書その他

の書類には市長が別に定める添付書類省略一覧表を添付することにより、一



の協議書その他の書類に添付した書類の添付を省略することができる。 

   第６章 報告 

第２３条 許可施設設置者は、毎年６月３０日までに、その年の３月３１日以 

 前の１年間の当該事業場における産業廃棄物の処理に関し、産業廃棄物の種 

 類ごとに様式第１３号による報告書を市長に提出しなければならない。 

２ 処理業者は、毎年６月３０日までに、その年の３月３１日以前の１年間に 

 おける産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の収集、運搬又は処分に関し、産 

 業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の種類ごとに様式第１５号による報告書を 

 市長に提出しなければならない。 

   第７章 指導監視等 

 （産業廃棄物指導監視） 

第２４条 市長は、産業廃棄物の適正処理の確保を図るため、必要に応じ、当 

 該職員に、事業者又は処理業者に対し、指導票を交付させるものとする。 

２ 前項の規定により指導票の交付を受けた事業者又は処理業者は、速やかに、 

 改善措置を講じるとともに、その実施状況を記載した報告書を市長に提出し 

 なければならない。 

 （不法投棄等の対策） 

第２５条 市長は、産業廃棄物の不法投棄等の不適正な処分に迅速に対応する 

 ため、必要に応じ、関係機関等の協力を求めるものとする。 

２ 事業者は、処理を委託した産業廃棄物が処理業者によって不法投棄等され 

 た場合には、当該処理業者と連帯して、当該不法投棄産業廃棄物の回収、投 

 棄場所の原状回復等に努めなければならない。 

３ 処理業者は、事業者から受託した産業廃棄物の運搬を他の処理業者に再委 

 託した場合において、再委託を受けた処理業者によって不法投棄等された場 

 合には、当該再委託を受けた処理業者及び事業者と連帯して、当該不法投棄 

 産業廃棄物の回収、投棄場所の原状回復等に努めなければならない。 

 （委任） 

第２６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

 

   附 則 



 （施行期日） 

１ この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行前に香川県産業廃棄物処理等指導要綱（平成１０年６月１ 

 ７日施行。以下「県要綱」という。）の規定により香川県知事若しくは香川県 

 の保健所長（以下「知事等」という。）が行った処分その他の行為又はこの要 

 綱の施行の際現に県要綱の規定により知事等に対して行っている協議その他 

 の行為で、この要綱の施行の日以後において市長が管理し、及び執行するこ 

 ととなる事務に係るものは、同日以後においては、この要綱の相当規定によ 

 り市長が行った処分その他の行為又は市長に対して行った協議その他の行為 

 とみなす。 

   附 則 

 この要綱は、平成１２年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１３年６月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年１月２６日から施行し、改正後の高松市産業廃棄物 

処理等指導要綱の規定は平成１８年１１月１日から適用する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第９条第４項の規定は、この要綱の施行日以後に提出された県外 

 協議書に係る県外産業廃棄物の処分又は保管について適用し、同日前に提出 

 された県外協議書に係る県外産業廃棄物の処分又は保管については、なお従 

 前の例による。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年８月１日から施行し、改正後の高松市産業廃棄物処 



理等指導要綱の規程は、同年７月９日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この要綱の施行の際、旧要綱に規定する様式の用紙で現に残存するものは、 

 所要の修正を加え、なお使用することができる。  

   附 則 

 （施行期日）  

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この要綱の施行の際、旧要綱に規定する様式の用紙で現に残存するものは、 

 所要の修正を加え、なお使用することができる。  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和５年８月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第１６条第１項の規定は、この要綱の施行の日以後に提出される 

変更の協議書について適用し、同日前に提出された変更の協議書については、 

なお従前の例による。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年９月１６日から施行する。 

 附 則 

 この要綱は、令和６年２月１日から施行する。 

 

 



別表第１(第１４条関係) 

設 置 者 の 区 分  協     議     書 

許 可 施 設 設 置 予

定者（当該許可施

設 を 変 更 し よ う

と す る 者 を 除

く。） 

産業廃棄物処理施設設置協議書（様式第２号） 

処 分 業 対 象 施 設

設置予定者（当該

処 分 施 設 を 変 更

し よ う と す る 者

を除く。） 

処分業対象施設設置協議書（様式第３号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第２（第１７条関係） 

 
許可の区分 協   議   書 添付書類 

法 第 １ ４ 条 第 １

項の許可 

産業廃棄物収集運搬業協議書

（様式第５号） 

省令第９条の２第２項各

号に掲げる書類及び図面 

法 第 １ ４ 条 第 ６

項の許可 

産業廃棄物処分業協議書 

（様式第６号） 

省令第１０条の４第２項

各号に掲げる書類及び図

面 

法 第 １ ４ 条 の ２

第１項の許可 

産業廃棄物処理業の事業範囲

の変更協議書（様式第７号） 

省令第１０条の９第２項

において準用する第９条

の２第２項各号に掲げる

書類及び図面 

法 第 １ ４ 条 の ４

第１項の許可 

特別管理産業廃棄物収集運搬

業協議書（様式第８号） 

(１ ) 省令第１０条の１

２第２項において準 用

する第９条の２第２ 項

各号に掲げる書類及 び

図面 

(２ ) 第１０条の１２第

３項の適用を受ける場

合にあっては同項各号

に掲げる書類 

法 第 １ ４ 条 の ４

第６項の許可 

特別管理産業廃棄物処分業協

議書（様式第９号） 

(１ ) 省令第１０条の１

６第２項において準 用

する第１０条の４第 ２

項各号に掲げる書類 及

び図面 

(２ ) 省令第１０条の１

６第３項に掲げる書 類

（同項ただし書きに 規

定する場合を除く。） 



法 第 １ ４ 条 の ５

第１項の許可 

特別管理産業廃棄物処理業の

事業範囲の変更協議書 

（様式第１０号） 

(１) 特別管理産業廃棄

物収集運搬業にあって

は、省令第１０条の２

２第２項において準用

する第９条の２第２項

各号に掲げる書類及び

図面 

(２ ) 特別管理産業廃棄

物処分業にあっては、

省令第１０条の２２第

３項において準用する

第１０条の４第２項各

号に掲げる書類及び図

面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号(第７条の２関係)      (表) 

 

指定県外産業廃棄物処理協議書 
  年  月  日 

  (宛先)高松市長 
    協議者 

     住 所 

     氏 名 

 
法人にあっては、主たる事務所の 
所在地、名称及び代表者の氏名 

電話番号 
 

高松市内において香川県外で発生する指定県外産業廃棄物を【処分・保管】したいので、高松市産業

廃棄物処理等指導要綱第７条の２第１項の規定により協議します。 

指定県外産業廃棄物を排出す

る事業場の名称及び所在地並

びに当該事業場が建設工事等

の現場である場合にあって

は、発注者の氏名又は名称及

び住所並びに法人にあって

は、代表者の氏名 

(排出事業場) 

所在地  

名 称 

(発注者) 

 住 所 

 名 称  

処分又は保管方法ごとの指定

県外産業廃棄物の種類及び量 

処分方法： 

産業廃棄物の種類： 

産業廃棄物の量：  ｔ 

指定県外産業廃棄物を処分す

る場合にあっては、施設ごと

の所在地、種類、設置場所及

び処理能力 

所在地： 

種類： 

設置場所： 

処理能力： 

指定県外産業廃棄物を保管す

る場合にあっては、保管を行

うすべての場所の所在地及び

面積並びに積替えのための保

管上限及び積み上げることが

できる高さ 

所在地： 

面積： 

保管上限： 

積み上げることができる高さ： 

指定県外産業廃棄物を処分又

は保管する場合に伴う生活環

境保全上のための必要な措置 

 

当該非常災害が発生した日及

び地域 
 

指定県外産業廃棄物を処分

し、又は保管する期間 

自      年  月  日  

至      年  月  日  

(日本産業規格 Ａ列４番) 
 

 



(裏) 

指定県外産業廃棄物の処分又

は保管を行う業務を統括管理

する者の氏名及び連絡先 

 

指定県外産業廃棄物の発生か

ら指定県外産業廃棄物を処分

した後の産業廃棄物の処分を

行うまでの一連の行程並びに

その各工程を行う者の氏名又

は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名 

 

指定県外産業廃棄物を処分し

た後の産業廃棄物の処分に関

する事項 

(処分方法ごとの産業廃棄物の種類及び量) 
 
 
(施設ごとの所在地及び種類) 

 

 

指定県外産業廃棄物を県内で

処分又は保管する理由 
 

参 考 事 項  

備考 

 １ 高松市産業廃棄物処理等指導要綱第７条の２第３項各号に規定する書類等を添付すること。 

 ２ 記載事項の全てを記載することができないときは、当該欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を 

  添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号の２(第７条の４関係)    (表) 

 

指定県外産業廃棄物処理変更協議書 
  年  月  日 

  (宛先)高松市長 
    協議者 

     住 所 

     氏 名 

 
法人にあっては、主たる事務所の 
所在地、名称及び代表者の氏名 

電話番号 
 
指定県外産業廃棄物処理協議書の内容を変更したいので、高松市産業廃棄物処理等指導要綱第７条の

４第１項の規定により指定県外産業廃棄物処理変更協議書を提出します。 

指定県外協議結果通知書又は

直前の指定県外変更協議結果

通知書の交付年月日及び番号 

年  月  日  高環指第     号 

変 更 事 項 変更前 変更後 

指定県外産業廃棄物を排出す

る事業場の名称及び所在地並

びに当該事業場が建設工事等

の現場である場合にあって

は、発注者の氏名又は名称及

び住所並びに法人にあって

は、代表者の氏名 

(排出事業場) 

所在地  

名 称 

(発注者) 

 住 所 

名 称 

 

処分又は保管方法ごとの指定

県外産業廃棄物の種類及び量 

処分方法： 

産業廃棄物の種類： 

産業廃棄物の量：  ｔ 

 

指定県外産業廃棄物を処分す

る場合にあっては、施設ごと

の所在地、種類、設置場所及

び処理能力 

所在地： 

種類： 

設置場所： 

処理能力： 

 

指定県外産業廃棄物を保管す

る場合にあっては、保管を行

うすべての場所の所在地及び

面積並びに積替えのための保

管上限及び積み上げることが

できる高さ 

所在地： 

面積： 

保管上限： 

積み上げることができる高さ： 

 

指定県外産業廃棄物を処分又

は保管する場合に伴う生活環

境保全上のための必要な措置 

  

当該非常災害が発生した日及

び地域 
  

指定県外産業廃棄物を処分

し、又は保管する期間 

自      年  月  日 

至      年  月  日 
 

                              (日本産業規格 Ａ列４番) 
 

 



(裏) 

指定県外産業廃棄物の処分又

は保管を行う業務を統括管理

する者の氏名及び連絡先 

 

指定県外産業廃棄物の発生か

ら指定県外産業廃棄物を処分

した後の産業廃棄物の処分を

行うまでの一連の行程並びに

その各工程を行う者の氏名又

は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名 

 

指定県外産業廃棄物を処分し

た後の産業廃棄物の処分に関

する事項 

(処分方法ごとの産業廃棄物の種類及び量) 
 
 
(施設ごとの所在地及び種類) 

 

 

指定県外産業廃棄物を県内で

処分又は保管する理由 
 

参 考 事 項  

備考 

 １ 高松市産業廃棄物処理等指導要綱第７条の２第３項各号に規定する書類等を添付すること。 

 ２ 記載事項の全てを記載することができないときは、当該欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を 

  添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号の３(第７条の４関係) 
 

指定県外産業廃棄物の処理に関する変更届出書 
 

  年  月  日 
  (宛先)高松市長 

    協議者 

     住 所 

     氏 名 

 
法人にあっては、主たる事務所の 
所在地、名称及び代表者の氏名 

電話番号 
 

指定県外産業廃棄物処理協議書の内容を変更したので、高松市産業廃棄物処理等指導要綱第７条の４

第４項の規定により指定県外産業廃棄物の処理に関する変更届出書を提出します。 

指定県外協議結果通知書又は

直前の指定県外変更協議結果

通知書の交付年月日及び番号 

  年  月  日  高環指第     号 

変 更 事 項 変更前 変更後 

指定県外産業廃棄物の処分又

は保管を行おうとする者の氏

名又は名称及び住所並びに法

人にあっては、代表者の氏名 

  

指定県外産業廃棄物を排出す

る事業場の名称並びに当該事

業場が建設工事等の現場であ

る場合にあっては、発注者の

氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、代表者の氏

名 

 
 

 

指定県外産業廃棄物の処分又
は保管を行う業務を統括管理
する者の氏名及び連絡先 

  

指定県外産業廃棄物を収集又
は運搬をする者に関する変更 

  

変更年月日   年  月  日 

変更の理由  

参考事項  

備考 

 記載事項の全てを記載することができないときは、当該欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付

すること。 

                                  (日本産業規格 Ａ列４番) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号の４(第７条の５関係) 
 

指定県外産業廃棄物の処分実績報告書 
 

  年  月  日 
  (宛先)高松市長 

    協議者 

     住 所 

     氏 名 

 
法人にあっては、主たる事務所の 
所在地、名称及び代表者の氏名 

電話番号 
 

 
     年  月  日から    年  月  日までの間の高松市内における指定県外産業廃
棄物の処分について、高松市産業廃棄物処理等指導要綱第７条の５第１項の規定により実績報告書を提
出します。 

協議結果通知書又は直前の変
更協議結果通知書の交付年月
日及び番号 

  年  月  日  高環指第     号 

指定県外産業廃棄物を排出し
た事業場の名称及び所在地 

所在地  

名 称  

処分方法ごとの指定県外産業
廃棄物の種類及び処分量 

処分方法： 

産業廃棄物の種類： 

産業廃棄物の処分量：  ｔ 

指定県外産業廃棄物を処分し
た施設の所在地 

 

指定県外産業廃棄物を処分し
た期間 

自      年  月  日 

至      年  月  日 

指定県外産業廃棄物の発生か
ら指定県外産業廃棄物を処分
した後の産業廃棄物の処分を
行うまでの一連の行程及びそ
の各工程を行う者の氏名又は
名称及び住所並びに法人にあ
っては、その代表者の氏名 

 

備考 

 １ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和 45 年法律第 137 号)第 12 条の 3に規定する管理票を 

  添付すること。 

 ２ 記載事項の全てを記載することができないときは、当該欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を 

  添付すること。 

                                  (日本産業規格 Ａ列４番) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号の５(第１３条関係) 

 

産業廃棄物処理施設等の設置に係る事前指導申出書 
                             

                                 年   月   日 

 

(宛先)高松市長 

 

                    

                     郵便番号 

                     住所 

 

                     氏名                 

 

                     (法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

                     電話番号 
 

産業廃棄物処理施設等の設置について、高松市産業廃棄物処理等指導要綱第１３条の規定により、

次のとおり事前指導申出書を提出します。 

施 設 の 設 置 場 所  

施 

 

設 

 

の 

 

概 

 

要 

施設の種類及び処理能力  

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 15 条第 1 項又は第

15 条の 2の 6第 1項の適用の有無 
有    無 

施設において処理する産業廃

棄物の種類(当該産業廃棄物

に石綿含有産業廃棄物、水銀

使用製品産業廃棄物又は水銀

含有ばいじん等が含まれる場

合は、その旨を含む。) 

 

施設の構造及び概要  

施

設

に

供

す

る

土

地

の

状

況 

地  番 地 目 面 積 利用面積 利用目的 所有者 所有権移転等 

      購入予定・借地 

      購入予定・借地 

      購入予定・借地 

      購入予定・借地 

      購入予定・借地 

      購入予定・借地 

参

考

事

項 

 

 

 

担当者名             連絡先 

＜添付書類＞ 
１ 土地又は建物の登記事項証明書及び不動産登記法(平成１６年法律第１２３号)第１４ 

   条に規定する地図の写し(施設の配置を記載したもの) 
  ２ 付近の見取図及び配置図 
  ３ 事業計画の概要を記載した書類 
  ４ 施設の概要を明らかにする図面(平面図、立面図、縦断図、横断図等)  
                                (日本産業規格 Ａ列４番) 



様式第２号(第１４条関係)     (１枚目の表) 

産 業 廃棄物処理施設設置協議書  
                           

                               年   月   日 

(宛先)高松市長 

                    協議者   

                     郵便番号  

                     住 所  

                         
                     氏 名               

                     (法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

                     電話番号  

 

 産業廃棄物処理施設の設置を行いたいので、高松市産業廃棄物処理等指導要綱第１４条の規定により、

関係書類等を添えて提出します。 

産業廃棄物処理施設の設置の場所  

産 業 廃 棄 物 処 理 施 設 の 種 類   

産業廃棄物処理施設において処理する産業廃棄物

の種類(当該産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物、水

銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等が

含まれる場合は、その旨を含む。) 

 

着   工   予   定   年   月   日           年    月    日 

使  用  開  始  予  定  年  月  日           年    月    日 

産業廃棄物処理施設の処理能力 

             ｍ3／日(  )時間 

             ｔ／日(   )時間 

             ｍ3／時間 

             ｔ／時間 

 面積          ｍ2 

 埋立容量        ｍ3 

△産業廃棄物  

 処理施設の 

 位置、構造 

 等の設置に 

 関する計画 

 に係る事項 

産業廃棄物処理施設の位置  

産業廃棄物処理施設の処理方

式 
 

産業廃棄物処理施設の構造及

び設備 
 

処理に伴い

生ずる排ガ

ス及び排水 

量  

処理方法(排出

の方法(排出口

の位置、排出先

等を含む。)を

含む。) 

 

設計計算上達成することがで

きる排ガスの性状、放流水の

水質その他の生活環境への負

荷に関する数値 

 

その他産業廃棄物処理施設の

構造等に関する事項 
 

                                 (日本産業規格 Ａ列４番) 



(１枚目の裏) 

△産業廃     

 棄物処 

 理施設 

 の維持 

 管理に 

 関する 

 計画に 

 係る事 

 項 

排ガスの性状、放流水の水質等に

ついて周辺地域の生活環境の保全

のため達成することとした数値 

 

 

 

 

排ガスの性状及び放流水の水質の

測定頻度に関する事項 

 

その他産業廃棄物処理施設の維持

管理に関する事項 

 

△災害防止のための計画(産業廃棄物の最終 

 処分場である場合) 

 

焼却灰等、汚泥

等、廃水銀等の

硫化処理に伴い

生ずる廃棄物又

は廃石綿等若し

くは石綿含有産

業廃棄物の溶融

処理に伴い生ず

る廃棄物の処分

方法 

特別管理産業廃

棄物以外の産業

廃棄物 

区分 自家処分    委託処分 

処分方法  

特別管理産業廃

棄物 

区分 自家処分    委託処分 

処分方法  

△埋立処分の計画(最終処分場の場合)  

△産業廃棄物の搬入及び搬出の時間及び方法に

関する事項 

 

担当者及び連絡先 担当者名 

連絡先 

 



(２枚目の表) 

申請者（個人である場合） 

 （ふりがな） 
氏 名 

生 年 月 日 
本            籍 
住            所 

   

 

（法人である場合） 
（ふ  り  が  な） 

名            称 
住            所 

  

法定代理人（申請者が法第１４条第５項第２号ハに規定する未成年者である場合） 

    （個人である場合） 

（ふりがな） 
氏    名 

生 年 月 日 
本          籍 
住          所 

  
 

  
 （法人である場合） 

(ふ り が な) 
名 称 住 所 

 
  

 
役員（法定代理人が法人である場合） 

 
（ふりがな） 
氏   名 

生 年 月 日 本          籍 
 役 職 名・呼 

称 
住          所 

 
 

  
   
 

 
  

   
 

 
  

   

役員（申請者が法人である場合） 

 （ふりがな） 
氏 名 

生 年 月 日 本          籍 
役 職 名 ・ 呼 称 住          所 

   

  

   

  

   

  

   

  

   

 



(２枚目の裏) 

発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出

資をしている者（申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている者があるとき） 

 

発行済株式の
総数  株 出資の額  

（ふりがな） 
氏名又は名称 

生 年 月 日 
保有する株式の数又は出資の金額  本       籍 

割   合 住       所 

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

令第６条の１０に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合） 

 

（ふりがな） 
氏    名 

生 年 月 日 本          籍 
役職名・呼称 住          所 

 
  
  

 
  
  

 
  
  

 
  
  

備考 
１ ※欄は記入しないこと。 
２ 産業廃棄物処理施設の種類については、脱水施設、焼却施設、中和施設、最終処分場等の別を記
入すること。 

３ △印の欄の記載については、できる限り図面、表等を利用することとし、かつ、次の図面等を含
むこと。 
（１） 産業廃棄物処理施設の構造及び設備については、当該施設の構造を明らかにする平面図、立

面図、断面図及び構造図 
（２） 排ガス及び排水の処理方法については、処理系統図 
４ △印の欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のとおり」と
記載し、別紙を添付すること。 

５ 焼却灰等の処分方法は、令第７条第３号、第５号、第８号、第１０号、第１２号及び第１３号の
２に掲げる施設の場合に記入すること。 

６ 汚泥等の処分方法は、令第７条第４号、第６号及び第１１号に掲げる施設の場合に記入すること。 
７ 廃水銀等の硫化処理に伴い生ずる廃棄物の処分方法は、令第７条第１０号の２に掲げる施設に該
当する場合に記入すること。 

８ 廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物の溶融処理に伴い生ずる廃棄物の処分方法は、令第７条第 11
号の２に掲げる施設の場合に記入すること。 

９ ｢法定代理人｣の欄から「令第６条の１０に規定する使用人」までの各欄については、該当するす
べての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載し
て、その書面を添付すること。 

10 「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者
をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行
する 

社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。 
11 都道府県知事が定める部数を提出すること。 

＊手数料欄 



様式第３号(第１４条関係)       (表) 

処 分業 対象施 設設置 協議 書  
                              

                                年   月   日 

(宛先)高松市長 

                    協議者   

                     郵便番号  

                     住 所  

                         
                     氏 名               

                     (法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

                     電話番号  

 

 産業廃棄物処理業の用に供する施設の設置を行いたいので、高松市産業廃棄物処理等指導要綱

第１４条の規定により、関係書類等を添えて提出します。 

産業廃棄物処理施設の設置の場所  

産 業 廃 棄 物 処 理 施 設 の 種 類   

産業廃棄物処理施設において処理する産業廃棄物の

種類(当該産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物、水銀使

用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等が含まれ

る場合は、その旨を含む。) 

 

着   工   予   定   年   月   日           年    月    日 

使  用  開  始  予  定  年  月  日           年    月    日 

産業廃棄物処理施設の処理能力 

             ｍ3／日(  )時間 

             ｔ／日(   )時間 

             ｍ3／時間 

             ｔ／時間 

 面積          ｍ2 

 埋立容量        ｍ3 

△産業廃棄物 

 処理施設の 

 位置、構造 

 等の設置に 

 関する計画 

 に係る事項 

産業廃棄物処理施設の位置  

産業廃棄物処理施設の処理方

式 
 

産業廃棄物処理施設の構造及

び設備 
 

処理に伴い

生ずる排ガ

ス及び排水 

量  

処理方法(排出

の方法(排出口

の位置、排出先

等を含む。)を

含む。) 

 

設計計算上達成することがで

きる排ガスの性状、放流水の水

質その他の生活環境への負荷

に関する数値 

 

その他産業廃棄物処理施設の

構造等に関する事項 
 

                             (日本産業規格 Ａ列４番) 



(裏) 

△産業廃  

 棄物処 

 理施設 

 の維持 

 管理に 

 関する 

 計画に 

 係る事 

 項 

排ガスの性状、放流水の水質等に

ついて周辺地域の生活環境の保全

のため達成することとした数値 

 

 

 

 

排ガスの性状及び放流水の水質の

測定頻度に関する事項  

その他産業廃棄物処理施設の維持

管理に関する事項 
 

△災害防止のための計画 

 

焼却灰等、汚泥

等、廃水銀等の

硫化処理に伴

い生ずる廃棄

物又は廃石綿

等若しくは石

綿含有産業廃

棄物の溶融処

理に伴い生ず

る廃棄物の処

分方法 

特別管理産業廃

棄物以外の産業

廃棄物 

区分 自家処分    委託処分 

処分方法  

特別管理産業廃

棄物 

区分 自家処分    委託処分 

処分方法  

△産業廃棄物の搬入及び搬出の時間及び方法

に関する事項 

 

担当者及び連絡先 担当者名 

連絡先 

備考 

 １ 産業廃棄物処理施設の種類については、脱水施設、焼却施設、中和施設等の別を記入す 

  ること。 

 ２ △印の欄の記載については、できる限り図面、表等を利用することとし、かつ、次の図 

  面等を含むこと。 

 産業廃棄物処理施設の構造及び設備については、当該施設の構造を明らかにする平 

 面図、立面図、断面図及び構造図 

 排ガス及び排水の処理方法については、処理系統図 

 ３ △印の欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のと 

  おり」と記載し、別紙を添付すること。 

 



様式第３号の２(第１４条の２関係)    (表) 

熱回収施設設置者認定協議書 

   年   月   日 

(宛先)高松市長 

                     協議者 

郵便番号  

住 所   

      

氏 名   

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

電話番号  

       

 

 産業廃棄物の熱回収施設設置者として認定を受けたいので、高松市産業廃棄物処理等指導要

綱第１４条の２の規定により、関係書類等を添えて提出します。 

熱 回 収 施 設 の 設 置 の 場 所  

熱回収に必要な

設備に関する事

項 

設備の種類及びその設

備の能力 
 

△設備の位置、構造等

の設置に関する計画 
 

△設備の維持管理に関

する計画 
 

熱回収の内容に

関する計画 

熱回収施設において処

分する産業廃棄物の種

類 

 

熱回収の方法  

熱回収率             ％ 

許 可 の 年 月 日 

及 び 許 可 番 号 
年   月   日  第   号 

担 当 者 及 び 連 絡 先 
担当者名 

連絡先  

 (日本産業規格 Ａ列４番) 



 

(裏) 

備考 

 １ 設備の種類については、ボイラー、発電機、熱交換器の別を記入すること。 

 ２ 設備の能力については、ボイラーの最大蒸発量(トン／時)、発電機の出力(キロワット)、

熱交換器の能力(キロジュール／時、複数ある場合はそれぞれの能力)を記載すること。 

 ３ △印の欄の記載については、できる限り図面、表等を利用することとし、△印の欄にそ

の記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、

別紙を添付すること。また、次の図面等を含むこと。 

(1) 設備の位置、構造等の設置に関する計画については、熱回収に必要な設備の位置及び構

造、熱回収により得られる熱量及びその熱を電気に変換する場合における当該電気の量を

把握するために必要な装置の位置を示す図を添付すること。 

 (2) 設備の維持管理に関する計画については、ボイラー、発電機又は熱交換器についての維

持管理に関する計画を記載すること。また、熱回収により得られる熱量及びその熱を電気

に変換する場合における当該電気の量を把握するために必要な装置の機能を健全に維持す

るために行う定期的な点検、補修等の計画も記載すること。 

 ４ 熱回収の方法については、発電、発電以外の熱利用、発電・熱利用の併用の別を記入す

ること。 

 ５ 熱回収率については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第５条の５の５第１

項第４号ハの算式により算定した熱回収率を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号(第１４条関係)      (１枚目の表) 

産 業廃 棄物処 理施設 等変 更協議 書  
                            

                                 年   月   日 

(宛先)高松市長 

                     

                    協議者   

                     郵便番号  

                     住 所  

                         
                     氏 名               

                     (法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

                     電話番号  

 

 産業廃棄物処理施設等の変更を行いたいので、高松市産業廃棄物処理等指導要綱第１４条の規

定により、関係書類等を添えて提出します。 

産業廃棄物処理施設の設置の場所  

産 業 廃 棄 物 処 理 施 設 の 種 類   

許   可   の   年   月   日           年    月    日 

許    可    番    号   

変更の内

容 

産業廃棄物処理施設において処理す

る産業廃棄物の種類(当該産業廃棄物

に石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品

産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等

が含まれる場合は、その旨を含む。) 

 

産業廃棄物処理施設の処理能力 

変更後 変更前 

   ｍ3／日( )時間 

   ｔ／日( )時間   

   ｍ3／時間 

   ｔ／時間 

面積       ｍ2 

埋立容量      ｍ3 

   ｍ3／日( )時間 

    ｔ／日( )時間   

    ｍ3／時間 

    ｔ／時間 

面積        ｍ2 

埋立容量     ｍ3 

△産業廃棄物処理施設の位置、 

 構造等の設置に関する計画 
 

△産業廃棄物処理施設の維持 

 管理に関する計画 
 

変  更  の   理  由  

着 工 予 定  年 月  日            年   月   日 

使 用 開 始  予 定 年 月 日            年   月   日 

担当者及び連絡先 
担当者名 

連絡先 

  (日本産業規格 Ａ列４番) 



(１枚目の裏) 

申請者（個人である場合） 

 （ふりがな） 
氏 名 

生 年 月 日 
本               籍 
住               所 

   

 

（法人である場合） 
（ふ  り  が  な） 

名            称 
住               所 

  

法定代理人（申請者が法第１４条第５項第２号ハに規定する未成年者である場合） 

    （個人である場合） 

（ふりがな） 
氏    名 

生 年 月 日 
本          籍 
住          所 

  
 

  
 （法人である場合） 

(ふ り が な) 
名 称 住 所 

 
  

 役員（法定代理人が法人である場合） 

 （ふりがな） 
氏   名 

生 年 月 日 本          籍 

 役 職 名・呼 称 住          所 

 
 

  
   
 

 
  

   
 

 
  

   

役員（申請者が法人である場合） 

 （ふりがな） 

氏 名 

生 年 月 日 本               籍 
役 職 名 ・ 呼 称 住               所 

   
  

   
  

   
  

   
  

   
  

 

 



（２枚目) 

発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５以上の額
に相当する出資をしている者（申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている
者があるとき） 

 

発行済株式の
総数 

 株 出資の額  

（ふりがな） 
氏名又は名称 

生 年 月 日 
保有する株式の数又は出資の金額  本       籍 

割   合 住       所 

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

令第６条の１０に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合） 

 

（ふりがな） 

氏    名 

生 年 月 日 本          籍 
役職名・呼称 住          所 

 
  
  

 
  
  

 
  
  

 
  
  

 
  
  

備考 
1 産業廃棄物処理施設の種類については、脱水施設、焼却施設、中和施設等の別を記入する

こと。 
2 △印の欄の記載については、できる限り図面、表等を利用することとし、かつ、別紙につ

いては、次の図面等を含むこと。 
⑴ 産業廃棄物処理施設の構造及び設備に変更がある場合は、変更後の当該施設の構造を明

らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図 
⑵ 排ガス又は排水の処理方法に変更がある場合は、変更後の処理系統図 
⑶ 排ガス又は排水の量に変更がある場合は、変更後の数値 
⑷ 排ガスの性状に変更がある場合は、大気汚染防止法第 6 条第 2 項に規定するばい煙量

若しくはばい煙濃度又はダイオキシン類に係る変更後の数値 
⑸ 放流水の水質に変更がある場合は、最終処分場の場合は排水基準を定める総理府令第１

条に規定する排水基準に掲げる項目及びダイオキシン類に係る変更後の数値 
3 △印の欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のとお

り」と記載し、別紙を添付すること。 
4 変更のある部分については、変更前及び変更後の内容を対照させるものとすること。 

※手数料欄 

 

 



様式第５号(第１７条関係)    (１枚目の表) 

産業廃棄物収集運搬業協議書 
 

  年  月  日 

 

(宛先)高松市長 

 

                   協議者  

                    郵便番号  

                    住 所  

                         

                    氏 名               

 

                    (法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

                    電話番号  

 

 産業廃棄物収集運搬業を行いたいので、高松市産業廃棄物処理等指導要綱第１７条の規定によ

り、関係書類等を添えて提出します。 

事業の範囲(取り扱う産業廃棄

物の種類(当該産業廃棄物に石綿

含有産業廃棄物、水銀使用製品産

業廃棄物又は水銀含有ばいじん等

が含まれる場合は、その旨を含

む。)及び積替え又は保管を行う

かどうかを明らかにすること。) 

 

事務所及び事業場の所在地 

事務所 〒         

    

         電話番号  

事業場 〒        

    

         電話番号  

事業の用に供する施設の種類及

び数量 
 

積替え又は保管を行う場合に

は、積替え又は保管を行うすべ

ての場所の所在地及び面積並び

に当該場所ごとにそれぞれ積替

え又は保管を行う産業廃棄物の

種類(当該産業廃棄物に石綿含有

産業廃棄物、水銀使用製品産業廃

棄物又は水銀含有ばいじん等が含

まれる場合は、その旨を含む。)、

積替えのための保管上限及び積

み上げることができる高さ 

 

県外からの産業廃棄物を取り扱

うか否か 

 

担 当 者 及 び 連 絡 先 
担当者名 

連絡先 

(日本産業規格 Ａ列４番) 

 



                 (１枚目の裏) 

既に処理業の許可(他の都
道府県のものを含む。)を
有している場合はその許
可番号(申請中の場合に
は、申請年月日) 

都道府県・市名 許可番号(申請中の場合には、申請年月日) 

    
    
    

    

申請者(個人である場合) 

 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 
本 籍 
住 所 

    
  
  

   (法人である場合) 

(ふ り が な) 
名 称 

住 所 

    

法定代理人(申請者が法第14条5項第2号ハに規定する未成年者である場合) 

 

(個人である場合) 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 
本 籍 
住 所 

  
 
 

(法人である場合) 

(ふ り が な) 
名 称 

住 所 

    

役員(法廷代理人が法人である場合) 

 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 
役職名・呼称 住 所 

  
  
  

  
  
  

 
  
  

  
  
  

役員(申請者が法人である場合) 

 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 
役職名・呼称 住 所 

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

 
  
  

 
  
  

  
  
  

 



(２枚目) 

発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５以上の額

に相当する出資をしている者(申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている

者があるとき) 

 

発行済株式の

総数 

 

          株 
出資の額  

(ふりがな) 

氏名又は名称 
生年月日 

保有する株式の

数又は出資の金

額 

本      籍 

割  合 住      所 

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

政令第６条の１０に規定する使用人(申請者に当該使用人がある場合) 

 

(ふりがな) 

氏   名 

生 年 月 日 本        籍 

役職名・呼称 住        所 

 
  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

備考 

 １ 「法定代理人」の欄から「政令第６条の１０に規定する使用人」までの各欄については、 

  該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作  

  成した書面に記載して、その書面を添付すること。 

 ２ 「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準

ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し

業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認め

られる者を含む。 

  



様式第６号(第１７条関係)    (１枚目の表) 

産 業 廃 棄 物 処 分 業 協 議 書  
 

  年  月  日 

  

(宛先)高松市長 

 

                    協議者  

                     郵便番号 

                     住 所 

                         
                     氏 名               

 

                     (法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

                     電話番号  

 

 産業廃棄物処分業を行いたいので、高松市産業廃棄物処理等指導要綱第１７条の規定により、

関係書類等を添えて提出します。 

事業の範囲(処分の方法ごとに

区分して取り扱う産業廃棄物

の種類(当該産業廃棄物に石綿

含有産業廃棄物、水銀使用製品産

業廃棄物又は水銀含有ばいじん

等が含まれる場合は、その旨を含

む。)を記載すること。) 

 

事務所及び事業場の所在地 

事務所 〒    

           電話番号 

事業場 〒    

           電話番号 

事業の用に供する全ての施設

(施設ごとに種類、設置場所、

設置年月日、処理能力、許可年

月日及び許可番号(産業廃棄物

処理施設の設置の許可を受け

ている場合に限る。)を記載す

ること。) 

 

保管を行う場合には、保管を行

う全ての場所の所在地、面積、

保管する産業廃棄物の種類(当

該産業廃棄物に石綿含有産業廃

棄物、水銀使用製品産業廃棄物又

は水銀含有ばいじん等が含まれ

る場合は、その旨を含む。)、処

分等のための保管上限及び積

み上げることができる高さ 

 

事業の用に供する施設の処理

方式、構造及び設備の概要 

 

県外からの産業廃棄物を取り

扱うか否か 

 

担 当 者 及 び 連 絡 先 
担当者名 

連絡先 

(日本産業規格 Ａ列４番) 



(１枚目の裏) 

既に処理業の許可(他の都
道府県のものを含む。)を
有している場合はその許
可番号(申請中の場合に
は、申請年月日) 

都道府県・市名 許可番号(申請中の場合には、申請年月日) 

    
    
    

    

申請者(個人である場合) 

 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 
本 籍 
住 所 

    
  
  

   (法人である場合) 

(ふ り が な) 
名 称 

住 所 

    

法定代理人(申請者が法第14条5項第2号ハに規定する未成年者である場合) 

 

(個人である場合) 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 
本 籍 
住 所 

  
 
 

(法人である場合) 

(ふ り が な) 
名 称 

住 所 

    

役員(法廷代理人が法人である場合) 

 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 
役職名・呼称 住 所 

  
  
  

  
  
  

 
  
  

  
  
  

役員(申請者が法人である場合) 

 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 
役職名・呼称 住 所 

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

 
  
  

 
  
  

  
  
  

 

 



 

(２枚目) 

発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５以上の額に

相当する出資をしている者(申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている者が

あるとき) 

 

発行済株式の

総数 

 

          株 
出資の額  

(ふりがな) 

氏名又は名称 
生年月日 

保有する株式の

数又は出資の金

額 

本      籍 

割  合 住      所 

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

政令第６条の１０に規定する使用人(申請者に当該使用人がある場合) 

 

(ふりがな) 

氏   名 

生 年 月 日 本        籍 

役職名・呼称 住        所 

 
  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

備考 

 １ 「法定代理人」の欄から「政令第６条の１０に規定する使用人」の欄までの各欄については、

該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成し

た書面に記載して、その書面を添付すること。 

 ２ 「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ず

る者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務

を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる

者を含む。 

 



様式第７号(第１７条関係)     (１枚目の表) 

産業廃棄物処理業の事業範囲の変更協議書 
 

  年  月  日 

(宛先)高松市長 

協議者 

郵便番号  

住 所   

      

氏 名   

 

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

電話番号  

産業廃棄物収集運搬業 

産 業 廃 棄 物 処 分 業 
の事業範囲の変更を行いたいので、高松市産業廃棄物処理等指導要綱第

１７条の規定により、関係書類等を添えて提出します。 

許 可 の 年 月 日 及 び 許 可 番 号 年   月   日 第          号 

収 集 運 搬 業 ・ 処 分 業 の 区 分  

許可に係る事業の範囲(収集運搬業

にあっては、取り扱う産業廃棄物の

種類(当該産業廃棄物に石綿含有産

業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物

又は水銀含有ばいじん等が含まれ

る場合は、その旨を含む。)及び積

替え又は保管を行うかどうか、処分

業にあっては、処分の方法ごとに区

分して取り扱う産業廃棄物の種類

(当該産業廃棄物に石綿含有産業廃

棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は

水銀含有ばいじん等が含まれる場

合は、その旨を含む。)を記載する

こと。) 

 

変 更 の 内 容  

変 更 理 由  

変更に係る事業の用に供する施設

の種類、数量、設置場所、設置年月

日、処理能力、許可年月日及び許可

番号(産業廃棄物処理施設の設置の

許可を受けている場合に限る。) 

 

変更に係る事業の用に供する施設

の処理方式、構造及び施設の概要 
 

担 当 者 及 び 連 絡 先 
担当者名 

連絡先 

(日本産業規格 Ａ列４番) 



(１枚目の裏) 

既に処理業の許可(他の都
道府県のものを含む。)を
有している場合はその許
可番号(申請中の場合に
は、申請年月日) 

都道府県・市名 許可番号(申請中の場合には、申請年月日) 

    
    
    

    

申請者(個人である場合) 

 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 
本 籍 
住 所 

    
  
  

   (法人である場合) 

(ふ り が な) 
名 称 

住 所 

    

法定代理人(申請者が法第14条5項第2号ハに規定する未成年者である場合) 

 

(個人である場合) 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 
本 籍 
住 所 

  
 
 

(法人である場合) 

(ふ り が な) 
名 称 

住 所 

    

役員(法廷代理人が法人である場合) 

 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 
役職名・呼称 住 所 

  
  
  

  
  
  

 
  
  

  
  
  

役員(申請者が法人である場合) 

 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 
役職名・呼称 住 所 

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

 
  
  

 
  
  

  
  
  

 

 



(２枚目) 

発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５以上の額に相

当する出資をしている者(申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている者がある

とき) 

 

発行済株式の

総数 

 

          株 
出資の額  

(ふりがな) 

氏名又は名称 
生年月日 

保有する株式の

数又は出資の金

額 

本      籍 

割  合 住      所 

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

政令第６条の１０に規定する使用人(申請者に当該使用人がある場合) 

 

(ふりがな) 

氏   名 

生 年 月 日 本        籍 

役職名・呼称 住        所 

 
  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

備考 

 １ 「法定代理人」の欄から「政令第６条の１０に規定する使用人」の欄までの各欄については、

該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成し

た書面に記載して、その書面を添付すること。 

 ２ 「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ず

る者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務

を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる

者を含む。 

 



様式第８号(第１７条関係)     (１枚目の表) 

 
特別管理産業廃棄物収集運搬業協議書 

                              

                               年   月   日 

  

(宛先)高松市長 

 

                    協議者  

                     郵便番号  

                     住 所  

                         
                       

                     氏 名               

                     (法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

                     電話番号  

 

 特別管理産業廃棄物収集運搬業を行いたいので、高松市産業廃棄物処理等指導要綱第１７条の

規定により、関係書類等を添えて提出します。 

事業の範囲(取り扱う特別管理

産業廃棄物の種類及び積替え又

は保管を行うかどうかを明らか

にすること。) 

 

事務所及び事業場の所在地 

事務所 〒        

    

         電話番号  

事業場 〒        

    

         電話番号  

事業の用に供する施設の種類及

び数量 
  

積替え又は保管を行う場合に

は、積替え又は保管を行うすべ

ての場所の所在地及び面積並び

に当該場所ごとにそれぞれ積替

え又は保管を行う特別管理産業

廃棄物の種類、積替えのための

保管上限及び積み上げることが

できる高さ 

 

県外からの特別管理産業廃棄物

を取り扱うか否か 

 

担当者及び連絡先 
担当者名 

連絡先 

                               (日本産業規格 Ａ列４番) 

 



(１枚目の裏) 

既に処理業の許可(他の都
道府県のものを含む。)を
有している場合はその許
可番号(申請中の場合に
は、申請年月日) 

都道府県・市名 許可番号(申請中の場合には、申請年月日) 

    
    
    

    

申請者(個人である場合) 

 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 
本 籍 
住 所 

    
  
  

   (法人である場合) 

(ふ り が な) 
名 称 

住 所 

    

法定代理人(申請者が法第14条5項第2号ハに規定する未成年者である場合) 

 

(個人である場合) 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 
本 籍 
住 所 

  
 
 

(法人である場合) 

(ふ り が な) 
名 称 

住 所 

    

役員(法廷代理人が法人である場合) 

 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 
役職名・呼称 住 所 

  
  
  

  
  
  

 
  
  

  
  
  

役員(申請者が法人である場合) 

 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 
役職名・呼称 住 所 

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

 
  
  

 
  
  

  
  
  

 

 



(２枚目) 

発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５以上の額に

相当する出資をしている者(申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている者が

あるとき) 

 

発行済株式の

総数 

 

          株 
出資の額  

(ふりがな) 

氏名又は名称 
生年月日 

保有する株式の

数又は出資の金

額 

本      籍 

割  合 住      所 

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

政令第６条の１０に規定する使用人(申請者に当該使用人がある場合) 

 

(ふりがな) 

氏   名 

生 年 月 日 本        籍 

役職名・呼称 住        所 

 
  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

備考 

 １ 「法定代理人」の欄から「政令第６条の１０に規定する使用人」の欄までの各欄については、

該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成し

た書面に記載して、その書面を添付すること。 

２ 「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ず

る者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業

務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認めら

れる者を含む。 

 



様式第９号(第１７条関係)     (１枚目の表) 

特別管理産業廃棄物処分業協議書 
                              

                              年   月   日 

  

(宛先)高松市長 

                    協議者  

                     郵便番号 

                     住 所  

                         
                       

                     氏 名               

                     (法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

                      電話番号  

 

 特別管理産業廃棄物処分業を行いたいので、高松市産業廃棄物処理等指導要綱第１７条の規定

により、関係書類等を添えて提出します。 

事業の範囲(処分の方法ごとに

区分して取り扱う特別管理産業

廃棄物の種類を記載すること。) 

 

事務所及び事業場の所在地 

事務所     

           電話番号 

事業場    

           電話番号 

事業の用に供する全ての施設

(施設ごとに種類、設置場所、設

置年月日、処理能力、許可年月

日及び許可番号(産業廃棄物処

理施設の設置の許可を受けてい

る場合に限る。)を記載するこ

と。) 

  

保管を行う場合には、保管を行

う全ての場所の所在地、面積、

保管する特別管理産業廃棄物の

種類、特別管理産業廃棄物に係

る処分等のための保管上限及び

積み上げることができる高さ 

 

事業の用に供する施設の処理方

式、構造及び設備の概要 

 

県外からの特別管理産業廃棄物

を取り扱うか否か 

 

担当者及び連絡先 
担当者名 

連絡先 

                             (日本産業規格 Ａ列４番) 

 



(１枚目の裏) 

既に処理業の許可(他の都
道府県のものを含む。)を
有している場合はその許
可番号(申請中の場合に
は、申請年月日) 

都道府県・市名 許可番号(申請中の場合には、申請年月日) 

    
    
    

    

申請者(個人である場合) 

 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 
本 籍 
住 所 

    
  
  

   (法人である場合) 

(ふ り が な) 
名 称 

住 所 

    

法定代理人(申請者が法第14条5項第2号ハに規定する未成年者である場合) 

 

(個人である場合) 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 
本 籍 
住 所 

  
 
 

(法人である場合) 

(ふ り が な) 
名 称 

住 所 

    

役員(法廷代理人が法人である場合) 

 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 
役職名・呼称 住 所 

  
  
  

  
  
  

 
  
  

  
  
  

役員(申請者が法人である場合) 

 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 
役職名・呼称 住 所 

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

 
  
  

 
  
  

  
  
  

 

 



(２枚目) 

発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５以上の額に相

当する出資をしている者(申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている者がある

とき) 

 

発行済株式の

総数 

 

          株 
出資の額  

(ふりがな) 

氏名又は名称 
生年月日 

保有する株式の

数又は出資の金

額 

本      籍 

割  合 住      所 

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

政令第６条の１０に規定する使用人(申請者に当該使用人がある場合) 

 

(ふりがな) 

氏   名 

生 年 月 日 本        籍 

役職名・呼称 住        所 

 
  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

備考 

 １ 「法定代理人」の欄から「政令第６条の１０に規定する使用人」の欄までの各欄については、

該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成し

た書面に記載して、その書面を添付すること。 

２ 「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ず

る者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務

を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる

者を含む。 

 



様式第１０号(第１７条関係)    (１枚目の表) 

 

      特別管理産業廃棄物処理業の事業範囲の変更協議書 
                              

                              年   月   日 

  

(宛先)高松市長 

 

                    協議者  

                     郵便番号 

                     住 所  

                         
                       

                     氏 名               

                     (法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

                      電話番号   
 特別管理産業廃棄物収集運搬業の事業範囲の変更を行いたいので、高松市産業廃棄物処理等指 

導要綱第１７条の規定により、関係書類等を添えて提出します 

許可の年月日及び許可番号      年   月   日 第          号 

収集運搬業・処分業の区分  

許可に係る事業の範囲(収集運

搬業にあっては、取り扱う特別

管理産業廃棄物の種類及び積替

え又は保管を行うかどうか、処

分業にあっては、処分の方法ご

とに区分して取り扱う特別管理

産業廃棄物の種類を記載するこ

と。) 

 

変  更  の  内  容  

変   更   理   由  

変更に係る事業の用に供する施

設の種類、数量、設置場所、設

置年月日、処理能力、許可年月

日及び許可番号(産業廃棄物処

理施設の設置の許可を受けてい

る場合に限る。) 

 

変更に係る事業の用に供する施

設の処理方式、構造及び設備の

概要 

 

担当者及び連絡先 
担当者名 

連絡先 

                             (日本産業規格 Ａ列４番) 

 

特別管理産業廃棄物処分業  



(１枚目の裏) 

既に処理業の許可(他の都
道府県のものを含む。)を有
している場合はその許可番
号(申請中の場合には、申請
年月日) 

都道府県・市名 許可番号(申請中の場合には、申請年月日) 

    
    
    

    

申請者(個人である場合) 

  

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 
本 籍 
住 所 

    
  
  

   (法人である場合) 

(ふ り が な) 
名 称 

住 所 

    

法定代理人(申請者が法第14条5項第2号ハに規定する未成年者である場合) 

  

(個人である場合) 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 
本 籍 
住 所 

  
 
 

(法人である場合) 

(ふ り が な) 
名 称 

住 所 

    

役員(法廷代理人が法人である場合) 

  

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 
役職名・呼称 住 所 

  
  
  

  
  
  

 
  
  

  
  
  

役員(申請者が法人である場合) 

 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 
役職名・呼称 住 所 

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

 
  
  

 
  
  

  
  
  

 

 



(２枚目) 

発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５以上の額に相

当する出資をしている者(申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている者がある

とき) 

 

発行済株式の

総数 

 

          株 
出資の額  

(ふりがな) 

氏名又は名称 
生年月日 

保有する株式の

数又は出資の金

額 

本      籍 

割  合 住      所 

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

政令第６条の１０に規定する使用人(申請者に当該使用人がある場合) 

 

(ふりがな) 

氏   名 

生 年 月 日 本        籍 

役職名・呼称 住        所 

 
  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

備考 

 １ 「法定代理人」の欄から「政令第６条の１０に規定する使用人」の欄までの各欄については、

該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成し

た書面に記載して、その書面を添付すること。 

２ 「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ず

る者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務

を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる

者を含む。 

 



様式第１０号の２(第１８条の２関係) (１枚目の表) 

二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例認定協議書 

  年  月  日 

 
(宛先)高松市長 

 

申請者                   

住 所                  

名 称                  

代表者の氏名              印  

電話番号                              

 

住 所                  

名 称                  

代表者の氏名              印  

電話番号                              

 

 二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例の認定を受けたいので、高松市産業廃棄物処理

等指導要綱第１８条の２の規定により、関係書類及び図面を添えて協議します。 

申請に係る収集、運搬又は処分を

行う産業廃棄物の種類(石綿含有

産業廃棄物、水銀使用製品産業廃

棄物又は水銀含有ばいじん等が

含まれる場合は、その旨を含む。

) 

 

申請に係る収集、運搬又は処分の

範囲(収集又は運搬にあっては、

取り扱う産業廃棄物の種類及び

積替え又は保管を行うかどうか、

処分にあっては、処分の方法ごと

に区分して取り扱う産業廃棄物

の種類を記載すること。) 

 

申請に係る収集、運搬又は処分を

行う区域(他の都道府県知事等に

申請する場合には、その旨も記載

すること。) 

 

                                (日本産業規格 Ａ列４番) 

 



(１枚目の裏) 

統括して管理する者 

 
(ふりがな) 

名  称 
 

収集、運搬又は処分を行う者 

 (ふりがな) 

名  称 

 

 

当該収集、運搬又は処分の用に供

するすべての施設(積替え又は保

管の場所を含む。施設ごとに概要

を記載すること。) 

 

統括して管理する者の役員又は職員の派遣状況(統括して管理する者が他の事業者の発行済株式

の総数、出資口数の総数又は出資価額の総額を保有している場合は記載不要。) 

 

(ふ り が な) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 

役職名・呼称 住 所 
派 遣 先 名 称 

派 遣 先 住 所 
派 遣 先 役 職

名 ・ 呼 称 

  

    

  

 
  

  

  

    

  

 
  

  
申請者のうちいずれか一の事業者(統括して管理する者)が保有する他の全ての事業者の議決権保

有割合 

 

議決権を保有する一の事業者の名称  

他 の 全 て の 事 業 者 の 名 称 当該一の事業者が保有する議決権保有割合 

  

   
 
 



(２枚目) 

発行済株式総数の100分の5以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の5以上の額に相当す
る出資をしている者(申請者のいずれか一の事業者について、当該株主又は出資をしている者があ
るとき) 

 

発行済株式の
総数 株 出資の額   

(ふ り が な) 
名    称 生年月日 

保有する株式の数
又は出資の金額 本 籍 

割 合 住 所 

        
    

        
    

        
    

        
    

        
    

        
    

備考 
１ ※欄は記入しないこと。 
２ 「申請者」には、認定を受けようとする者のすべてを記載すること。 
３ 各欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のとおり」と

記載し、別紙を添付すること。 
４ 都道府県知事が定める部数を提出すること。 

連絡先 

名 称                 

部署名                  

住 所                  

担当者の氏名                 

電話番号                              

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第１０号の３(第１８条の４関係) (表) 

二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例認定変更協議書 

   年  月  日 

 
(宛先)高松市長 

 

申請者                   

住 所                  

名 称                  

代表者の氏名              印  

電話番号                              

 

住 所                  

名 称                  

代表者の氏名              印  

電話番号                              

二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例の認定に係る事項の変更の認定を受けたい

ので、高松市産業廃棄物処理等指導要綱第第１８条の４の規定により、関係書類及び図面を添え

て協議します。 

認定の年月日及び認定番号(他

の都道府県知事等の認定を受け

ている場合は、当該認定の年月

日及び認定番号) 

   年   月   日   第    号 

(都道府県等名：   年  月  日 第    号) 

認定に係る処理の範囲(収集又は運

搬にあっては、取り扱う産業廃棄物

の種類及び積替え又は保管を行うか

どうか、処分にあっては、処分の方

法ごとに区分して取り扱う産業廃棄

物の種類を記載すること。) 

 

変 更 の 内 容 

 

変 更 の 理 由 

 

変更後の処理の開始予定年月日    年   月   日 

(日本産業規格 Ａ列４番) 

 



(裏) 

備考 

１ ※欄は記入しないこと。 

２ 「申請者」には、認定を受けた者(変更の認定を受けようとする者)のすべてを記載

すること。 

３ 各欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のと

おり」と記載し、別紙を添付すること。 

４ 変更のある部分については、変更前及び変更後の内容を対照させるものとすること。

変更に係る収集、運搬又は処分の用に供する施設がある場合は、当該施設の処理方式、

構造及び設備の概要を記載すること。 

連絡先 

名 称                 

部署名                  

住 所                  

担当者の氏名               

電話番号                              

 



様式第１１号(第１９条関係)      (１枚目の表) 

 

産業廃棄物処理施設譲受け等協議書 

 
                              

                              年   月   日 

  

(宛先)高松市長 

 

                    協議者  

                     郵便番号 

                     住 所  

                         
                       

                     氏 名               

                     (法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

                      電話番号  

 

 産業廃棄物処理施設の譲受け等を行いたいので、高松市産業廃棄物処理等指導要綱第１９条の規

定により、関係書類等を添えて申請します。   

譲受け又は借受けの相手方の氏名（法人に 

あっては、名称及び代表者の氏名）及び住所 
 

産 業 廃 棄 物 処 理 施 設 の 設 置 の 場 所  

産 業 廃 棄 物 処 理 施 設 の 種 類   

許 可 の 年 月 日 及 び 許 可 番 号       年  月  日 第      号 

県外からの産業廃棄物を取り扱うか否か  

担 当 者 及 び 連 絡 先  
担当者名 

連絡先 

                               (日本産業規格 Ａ列４番) 

 



(１枚目の裏) 

申請者（個人である場合） 

 （ふりがな） 
氏 名 

生 年 月 日 
本           籍 
住           所 

   

 

（法人である場合） 
（ふ  り  が  な） 

名            称 
住           所 

  

法定代理人（申請者が法第１４条第５項第２号ハに規定する未成年者である場合） 

    （個人である場合） 

（ふりがな） 
氏    名 

生 年 月 日 
本           籍 
住           所 

  
 

  
 （法人である場合） 

(ふ り が な) 
名 称 住 所 

 
  

 役員（法定代理人が法人である場合） 

 （ふりがな） 
氏   名 

生 年 月 日 本            籍 
 役 職 名・呼 称 住            所 
 

 
  

   
 

 
  

   
 

 
  

   

役員（申請者が法人である場合） 

 （ふりがな） 
氏 名 

生 年 月 日 本           籍 
役 職 名 ・ 呼 称 住           所 

   
  

   
  

   
  

   
  

   
  

 

 



(２枚目) 

発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５以上の額に

相当する出資をしている者（申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている者が

あるとき） 

 

発行済株式の

総数 
株  出資の額  

（ふりがな） 
氏名又は名称 

生 年 月 日 
保有する株式の数 
又は出資の金額 

本         籍 

割   合 住         所 

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

令第６条の１０に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合） 

 

（ふりがな） 
氏    名 

生 年 月 日 本          籍 
役職名・呼称 住          所 

 
  
  

 
  
  

 
  
  

 
  
  

 
  
  

 
  
  

備考 
 1 ※欄は記入しないこと。 
 2 「法定代理人」の欄から「令第6条の10に規定する使用人」の欄には、該当するすべての者を

記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、そ

の書面を添付すること。 
 3 「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ず

る者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務

を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる

者を含む。 
 4 都道府県知事が定める部数を提出すること。 

※手数料欄 
 
 
 



様式第１２号(第２１条関係)          (１枚目の表) 

合併・分割協議書 

  年   月   日 
(宛先)高松市長 

 

                  協議者 

郵便番号  

住 所   

      

氏 名   

（法人にあっては、名称および代表者の氏名） 

電話番号  

 

合併・分割を行いたいので、高松市産業廃棄物処理等指導要綱第２１条の規定により、関係書類

等を添えて提出します。 

産業廃棄物処理施設の設置の場所  

産 業 廃 棄 物 処 理 施 設 の 種 類  

許可の年月日および許可番号    年  月  日     第         号 

合併後存続する法人もしくは合併

によって設立される法人または分

割により当該産業廃棄物処理施設

を承継した法人の名称および住所

ならびに代表者の氏名 

 

合併または分割の方法および条件  

合 併 ま た は 分 割 の 理 由  

合 併 ま た は 分 割 の 時 期  

担 当 者 お よ び 連 絡 先 
担当者 

連絡先 

(日本産業規格 Ａ列４番) 

 



(１枚目の裏) 

①申請者 

 

(ふ り が な) 
名 称 住 所 

    

    

②役員 

 

(ふ り が な) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 

役 職 名 ・ 呼 称 住 所 

  
    
    

  
    
    

  
    
    

  
    
    

  
    
    

  
    
    

  
    
    

  
    
    

  
    
    

  
    
    

③発行済株式総数の100分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の５以上の額に相当
する出資をしている者(当該株主又は出資をしている者がある場合) 

 

発行済株式の
総数 株 出資の額   

(ふ り が な) 
氏名又は名称 

生年月日 

保有する株式の数又は出資
の金額 本 籍 

割 合 住 所 

    
    
    

    
   
   

    
   
   

    
   
   

    
   
    

    
    
    



(２枚目の表) 

④令第６条の10に規定する使用人(申請者に当該使用人がある場合) 

 

(ふ り が な) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 

役 職名・呼 称 住 所 

  
    

    

  
    

    

  
    

    

  
    
    

  
    

    

  
    

    

⑤合併後存続する法人若しくは合併により設立される法人又は分割により当該産業廃棄物処理施
設を承継する法人において、役員となる者 

 

(ふ り が な) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 

役 職名・呼 称 住 所 

  
    

    

  
    

    

  
    

    

  
    
    

  
    

    

  
    

    

  
    
    

  
    

    

  
    

    

  
    

    

  
    

    

  
    

    
 



(２枚目の裏) 

⑥合併後存続する法人若しくは合併により設立される法人又は分割により当該産業廃棄物処理施
設を承継する法人において、発行済株式総数の100分の５以上の株式を有する株主となる者又は
出資の額の100分の５以上の額に相当する出資をしている者となる者 

 

発行済株式の
総数 株 出資の額   

(ふ り が な) 
氏名又は名称 

生年月日 

保有する株式の数又は出資
の金額 本 籍 

割 合 住 所 

    
    

    

    
    

    

    
    
    

⑦合併後存続する法人若しくは合併により設立される法人又は分割により当該産業廃棄物処理施
設を承継する法人において、令第６条の10に規定する使用人となる者 

 

(ふ り が な) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 

役 職 名 ・ 呼 称 住 所 

  
    

    

  
    

    

  
    

    

  
    

    

  
    

    

  
    

    

  
    

    

  
    

    

備考 
 1 ※欄は記入しないこと。 
 2 申請者欄は、合併又は分割の当事者の連名とすること。 
 3 ②～⑦の欄には、該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様

式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。 
 4 ②及び⑤の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ず

る者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務
を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる
者を含む。 

 5 都道府県知事が定める部数を提出すること。 

※手数料欄 

 



様式第１３号(第２３条関係)            産業廃棄物処理実績報告書(    年度) 

年  月  日 

(宛先)高松市長 

                                                   報告者 

                                                    住 所 

                                                    氏 名 

                                                   (法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

                                                    電話番号 

  年度の産業廃棄物の処理の実績について、高松市産業廃棄物処理等指導要綱第23条第1項の規定により、次のとおり報告します。 

事 業 場 の 所 在 地  電 話 番 号  

産業廃棄物処理施設の種類 

処理した産業廃棄物の種類と年間処理量(単位 ｔ・) 処 理 後 の 産 業 廃 棄 物 の 処 分 量 ( 単 位  ｔ ・  ) 

Ａ Ａ Ａ Ａ 種 類 排 出 量 処 理 方 法 処 分 量 

         

         

         

         

         

         

合 計         

注  

 １ この報告書は、前年4月1日から3月31日までに処理した産業廃棄物の量を6月30日までに提出すること。 

 ２ 処理した産業廃棄物の種類をＡ欄に記載して、それぞれの種類ごとに年間の処理量を記入すること。 

 ３ 最終処分場にあっては、残余容量、残余年数等を別紙に記入し添付すること。

□ 実績なし 
□ 実績あり いずれかに☑。実績ありの場合は詳細を下欄へ記載 



様式第１３号(別紙)(第２３条関係) 

 

最終処分場現況報告書 

                                

   年  月  日 

                 

(宛先)高松市長 

             

                     報告者 

                      郵便番号  

 

                      住  所 

                              

                             氏  名 

 

                     (法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

 

                      電話番号 

     年度の最終処分場の現況について、高松市産業廃棄物処理等指導要綱第２３条の規定に

より、次のとおり報告します。 

産業廃棄物処理施設の設置の場所  

産 業 廃 棄 物 処 理 施 設 の 種 類 安 定 型 最 終 処 分 場   管 理 型 最 終 処 分 場  

許 可 の 年 月 日 及 び 許 可 番 号 

又 は 届 出 年 月 日 

  届出年月日         年  月  日 

  許可年月日         年  月  日 

 許可番号   第               号 

埋 立 面 積 

(許可(届出)面積を記載すること。) 
                ㎡ 

埋 立 容 量 

(許可(届出)容量を記載すること。) 
                 

残 余 容 量           約                     

残 余 年 数 約    年    か月(  年度末現在) 

備 考  

担 当 者 及 び 連 絡 先 
担当者名 

連絡先 

                                 (日本産業規格 Ａ列４番) 

注  

 １ 残余容量及び残余年数については、報告する年の 3 月 31 日現在における埋立地の残余容量及び

残余年数を記入すること。 

 ２ この報告書には、報告する年の 3 月 31 日現在における最終処分場の現況平面図、横断図及び縦

断図を添付すること



                   産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の運搬実績報告書(    年度) 

年  月  日 

(宛先)高松市長 

                                                  報告者 

                                                    住 所 

                                                    氏 名 

                                                   (法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

                                                    電話番号 

 

  年度の産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の運搬実績について、高松市産業廃棄物処理等指導要綱第23条第2項の規定により、次のとおり報告します。 

許 可 の 種 類  許可年月日     年   月   日 許 可 番 号  

産業廃棄物又は 

特 別 管 理 産 業 

廃 棄 物 の 種 類 

委 託 者 ( 排 出 事 業 者 又 は 収 集 運 搬 業 者 ) 運 搬 先 引 き 渡 し た 者 

許 可 番 号 氏 名 又 は 名 称 受 託 量 

(ｔ・) 

名 称 運 搬 量 

(ｔ・) 

許 可 番 号 氏 名 又 は 名 称 引 渡 量 

(ｔ・) 
 

住 所 住 所 住 所 

 
  

 
 

 
  

  
   

 
  

 
 

 
  

  
   

 
  

 
 

 
  

  
   

 
  

 
 

 
  

  
   

 
  

 
 

 
  

  
   

 
  

 
 

 
  

  
   

 
  

 
 

 
  

  
   

 

 

様式第１５号 その１（第２３条関係） 

□ 実績なし 
□ 実績あり いずれかに☑。実績ありの場合は詳細を下欄へ記載 



 

許 可 の 種 類  許可年月日     年   月   日 許 可 番 号  

産業廃棄物又は 

特 別 管 理 産 業 

廃 棄 物 の 種 類 

委 託 者 ( 排 出 事 業 者 又 は 収 集 運 搬 業 者 ) 運 搬 先 引 き 渡 し た 者 

許 可 番 号 氏 名 又 は 名 称 受 託 量 

(ｔ・) 

名 称 運 搬 量 

(ｔ・) 

許 可 番 号 氏 名 又 は 名 称 引 渡 量

(ｔ・) 
 

住 所 住 所 住 所 

 
  

 
 

 
  

  
   

 
  

 
 

 
  

  
   

 
  

 
 

 
  

  
   

 
  

 
 

 
  

  
   

 
  

 
 

 
  

  
   

 
  

 
 

 
  

  
   

 
  

 
 

 
  

  
   

 
  

 
 

 
  

  
   

 
  

 
 

 
  

  
   

注  

 １ この報告書は、前年4月1日から3月31日までに処理した産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の量を6月30日までに提出すること。 

 ２ 委託者とは、報告者に運搬を委託した者をいい、排出事業者から委託を受ける場合と収集運搬業者から再委託を受ける場合があること。この場合において、収集運搬業者か

らの再委託であるときは、委託者の許可番号の欄には、当該収集運搬業者の許可番号を、住所の欄には、当該産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の引渡しを受けた場所の住

所を記載すること。 

 ３ 報告者が運搬を収集運搬業者に再委託した場合は、引き渡した者の欄には、当該収集運搬業者について記載し、その空欄に「(再)」と記載すること。 



様式第１５号 その２(第２３条関係)    産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の処分実績報告書(    年度) 

年  月  日 

(宛先)高松市長 

                                                  報告者 

                                                    住 所 

                                                    氏 名 

                                                   (法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

                                                    電話番号 

 

  年度の産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の処分実績について、高松市産業廃棄物処理等指導要綱第23条第2項の規定により、次のとおり報告します。 

許 可 の 種 類  許可年月日     年   月   日 許 可 番 号  

産業廃棄物又は 

特 別 管 理 産 業 

廃 棄 物 の 種 類 

委 託 者 ( 排 出 事 業 者 又 は 収 集 運 搬 業 者 ) 処 分 引 き 渡 し た 者 

許 可 番 号 氏 名 又 は 名 称 受 託 量 

(ｔ・) 
 

処分方法 
処 分 量 

(ｔ・) 

処分後量 

(ｔ・) 
許 可 番 号 氏 名 又 は 名 称 

委託内容 
委 託 量 

(ｔ・) 
 

住 所 処 分 場 所 住 所 

 
  

  
     

   
   

 
  

  
     

   
   

 
  

  
     

   
   

 
  

  
     

   
   

 
  

  
     

   
   

 
  

  
     

   
   

 
  

  
     

   
   

 

□ 実績なし 
□ 実績あり いずれかに☑。実績ありの場合は詳細を下欄へ記載 



産業廃棄物又は 

特 別 管 理 産 業 

廃 棄 物 の 種 類 

委 託 者 ( 排 出 事 業 者 又 は 収 集 運 搬 業 者 ) 処 分 引 き 渡 し た 者 

許 可 番 号 氏 名 又 は 名 称 受 託 量 

(ｔ・) 
 

処分方法 
処 分 量 

(ｔ・) 

処分後量 

(ｔ・) 
許 可 番 号 氏 名 又 は 名 称 

委託内容 
委 託 量 

(ｔ・) 
 

住 所 処 分 場 所 住 所 

 
  

  
     

   
   

 
  

  
     

   
   

 
  

  
     

   
   

 
  

  
     

   
   

 
  

  
     

   
   

 
  

  
     

   
   

 
  

  
     

   
   

 
  

  
     

   
   

 
  

  
     

   
   

注  

 １ この報告書は、前年4月1日から3月31日までに処理した産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の量を6月30日までに提出すること。 

 ２ 委託者とは、報告者に処分を委託した者をいい、排出事業者から委託を受ける場合と処分業者から再委託を受ける場合があること。この場合において、処分業者からの再委

託であるときは、委託者の住所の欄には、当該産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の引渡しを受けた場所の住所を記載し、その空欄に「(再)」と記載すること。 

 ３ 受託者とは、報告者が処分を委託した者をいい、委託者の空欄には、処分により生じた産業廃棄物の処分を委託した場合にあっては「(残)」と、処分の再委託の場合にあっ

ては、引き渡した者の空欄に「(再)」と記載すること。 

 ４ 産業廃棄物の処理施設の処分実績については、処理施設で処分した量を別紙に記入し添付すること。 



様式第１５号 その２(別紙)(第２３条関係)  産業廃棄物の処理施設における処分実績報告書(    年度) 

 

産業廃棄物・特別管理産 

業廃棄物処理施設の種類 

処 分 し た 産 業 廃 棄 物 の 種 類 と 年 間 処 理 量 ( 単 位 ｔ ・  ) 処 分 後 の 産 業 廃 棄 物 の 処 分 量 ( 単 位  ｔ ・  ) 

A A A A 種 類 排 出 量 処 理 方 法 処 分 量 

         

         

      
   

      
   

      
   

      
   

      
   

      
   

      
   

      
   

      
   

      
   

      
   

      
   

注) 処分した産業廃棄物の種類をA欄に記入して、それぞれの種類ごとに年間の処分量を記入すること。                
 


